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『履修要項』は修了まで大切に保管してください 

 
履修要項は，修了するまで使用しますので，大切に保管してください。（紛失しても再配付は行いま

せん。） 

は じ め に 

 

 甲南大学大学院は本大学の教育精神に基づいて育成された一般と専門の両方面の教養を基礎として，学術の理論と応用

を教授研究し，人類文化の向上発展と社会福祉の増進に貢献することを目的としています。すなわち，修士課程は学部に

おける一般的及び専門的教養を基礎として，さらに専攻分野を研究し，精深な学識と研究能力とを養おうとするものです。 

 また，博士後期課程は修士課程の基礎の上にたち，独創的研究によって，学術水準を高めるとともに，専攻分野に関し

て研究を指導する能力を養おうとするものです。 

 なお，近年の学際的研究の養成が著しく高まっている現状にかんがみ，修士課程において，人文科学研究科応用社会学

専攻と社会科学研究科の間で相互の授業科目の履修を認めています。 

 履修に際しては，本書及び『履修ガイドブック』を熟読し，もし不明な点があれば，各専攻において指導を受けてくだ

さい。 
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甲南大学大学院学則（抄） 
 

第１章 総   則 
 

第１条 甲南大学大学院は，甲南大学の教育精神に基づいて育成された一般的及び専門的教養を基盤として，学術の理

論と応用を教授研究し，その深奥をきわめ，又は高度の専門性が求められる職業を担うための深い学識及び卓越した

能力を培い，人類文化の向上発展と社会福祉の増進に貢献することを目的とする。 

２ 甲南大学大学院に修士課程，博士課程及び専門職学位課程を置く。 

３ 修士課程は，学部における一般的及び専門的教養を基礎とし，広い視野に立つて精深な学識を授け，専攻分野にお

ける研究能力又はこれに加えて高度の専門性が求められる職業を担うための卓越した能力を培うものとする。 

４ 博士課程は，専攻分野について，研究者として自立して研究活動を行い，又はその他の高度に専門的な業務に従事

するに必要な高度の研究能力及びその基礎となる豊かな学識を養うものとする。 

５ 博士課程は，これを前期２年の課程（以下，修士課程として取り扱うものとする。）及び後期３年の課程（以下「博

士後期課程」という。）に区分する。 

６ 専門職学位課程は，学術の理論と応用を教授研究し，高度の専門性が求められる職業を担うための深い学識及び卓

越した能力を培うことを目的とする。 

７ 専門職学位課程のうち，会計専門職を養成することを目的とするものは，当該課程に関し，専門職大学院設置基準

に基づき，会計専門職専攻（専門職学位課程）とする。（以下，修士課程，博士後期課程及び会計専門職専攻を表示

する場合は「大学院」という。） 

８ 専門職学位課程のうち，専ら法曹養成のため教育を行うことを目的とするものは，当該課程に関し，専門職大学院

設置基準の法科大学院とし，別に規則を定める。 

第１条の２ 大学院は，教育研究水準の向上を図り，大学院の目的及び社会的使命を達成するため，文部科学大臣の定

めるところにより，大学院における教育研究活動等の状況について自ら点検及び評価を行い，その結果を公表する。 

２ 前項の点検及び評価に関する規程は，別に定める。 

３ 大学院は，第１項の点検及び評価の結果について，政令で定める期間ごとに，文部科学大臣の認証を受けた者によ

る評価を受けるものとする。 

第１条の３ 大学院は，大学院の授業及び研究指導の内容及び方法の改善を図るための組織的な研修及び研究を実施す

るものとする。 

第１条の４ 大学院は，大学院における教育研究活動等の状況について，刊行物への掲載その他広く周知を図ることが

できる方法によって，積極的に情報を提供するものとする。 

 

第２章 研究科の組織・教育目標及び収容定員 
 

第２条 大学院には，次の研究科及び専攻を置く。 

研  究  科 専    攻 課    程 
日 本 語 日 本 文 学 専 攻 修士課程・博士後期課程  
英 語 英 米 文 学 専 攻 修士課程・博士後期課程  
応 用 社 会 学 専 攻 修士課程・博士後期課程  

人 文 科 学 研 究 科 

人 間 科 学 専 攻 修士課程・博士後期課程  
物 理 学 専 攻 修士課程・博士後期課程  
化 学 専 攻 修士課程  
生 物 学 専 攻 修士課程  
生 命 ・ 機 能 科 学 専 攻 博士後期課程  

自 然 科 学 研 究 科 

知 能 情 報 学 専 攻 修士課程・博士後期課程  
経 済 学 専 攻 修士課程  
経 営 学 専 攻 修士課程・博士後期課程  社 会 科 学 研 究 科 
会 計 専 門 職 専 攻 専門職学位課程  

フロンティアサイエンス研究科 生 命 化 学 専 攻 修士課程・博士後期課程  
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第２条の２ 各研究科･専攻における人材養成上の目的と，学生に修得させるべき能力等の教育目標は次のとおりとする。 

研 究 科 専    攻 人材養成上の目的と学生に修得させるべき能力等の教育目標 

人文科学研究科では，４専攻の人文科学の諸分野における，より深い教養と専門知識，技能を身につける
機会を学生に提供するとともに，専門職としての資格を持つ高度専門職業人及び論文執筆の可能な自立し
た研究者の育成を目標とする。高い倫理性と明確な社会への貢献の意志を有する人材の育成を目指す。 

日 本 語

日本文学専攻

日本語学，日本古典文学，日本近現代文学の三つの専門領域の知識・技能を身につ
けた研究者・高度専門職業人を養成し社会の要請に応える。日本語・日本文学に関
する広汎な知識の修得を促し，豊かな表現力，精緻な分析力，強靱かつ柔軟な思考
力を養う。 

英語英米文学

専 攻

英米文化・文学及び英語学の領域における高度で先端的な研究活動を促し，英語と
いう言語に対する包括的で深い理解に裏打ちされた高度専門職業人，研究者を育成
する。その目的達成のため，英語文献の正確かつ分析的な読解力，英語圏を中心と
する異文化に対する理解能力，さらには英語による自己表現能力を修得させる。 

応 用 社 会 学

専 攻

応用社会学の分野における専門研究能力や，高度の専門性が求められる職業を担う
卓越した能力をもち，併せて優れた倫理観と品格を持った人材を育成する。そのた
めに，資料分析と文献調査についての基礎的な研究能力を修得させるとともに，自
ら研究課題を設定する力を涵養する。 

 

修士課程 

人間科学専攻

環境・芸術・思想分野と心理臨床分野の担当教員が密接に協力し，教員，臨床心理
士，博物館学芸員，環境再生医等，現代社会の複雑な問題に柔軟に対応できる幅広
い専門知識を備えた専門職業人及び創造性豊かな専門研究者を養成する。高い倫理
性と積極的な社会貢献への意志を有する人材の育成を目指す。 

４専攻の人文科学のそれぞれの専門分野における研究状況を適切に把握して，新たな研究課題を探究し，
学術論文にまとめ，集大成としての学位論文を執筆することができる高度な学問的能力を備えた人材及
び専門職としての資格を持ち，高度な専門的知識，技能によって社会に貢献できる高度専門職業人の育
成を目標とする。また，研究によって獲得した高度な学問的達成を，社会に生かすことのできる高い倫
理性を備えた人材を養成する。 

日 本 語

日本文学専攻

日本語学，日本古典文学，日本近現代文学の三つの専門領域の高度な知識・技能を
身につけた研究者・高度専門職業人を養成し社会の高度な要請に応える。日本語・
日本文学の研究を新たに進展させる研究能力を修得させ，豊かな表現力，精緻な分
析力，強靱かつ柔軟な思考力を養う。 

英語英米文学

専 攻

修士課程までに身につけた英米文化・文学及び英語学の領域に関する理解を基盤と
して，独創性のある研究活動を展開できる高度専門職業人，研究者を育成する。そ
の目的達成のため，きめ細かい指導のもとに研究成果の発表を促し，新たなテーマ
を自ら発掘・設定する能力，研究成果を説得力豊かに表現する能力を修得させる。 

応 用 社 会 学

専 攻

応用社会学の分野における専門研究能力を持ち，学界の発展に貢献するだけでなく，
優れた倫理観と品格をも併せ持った高度専門職業人，研究者を育成する。そのため
に独創性のある研究を自ら展開できる構想力を涵養する。 

人 

文 

科 

学 

研 

究 

科 

 

博士後期 

課  程 

人間科学専攻

環境・芸術・思想分野と心理臨床分野の担当教員が密接に協力し，教員，臨床心理
士，博物館学芸員，環境再生医等，現代社会の複雑な問題に広く，かつ，深く対応
できる幅広い専門知識を備えた高度専門職業人及び創造性豊かな自立した専門研究
者を養成する。高い倫理性と積極的な社会貢献への意志を有する人材の育成を目指
す。 

建学の理念のもとに，自然科学分野の幅広い知識と専攻分野における専門的な知識及び高い倫理観を教
授し，独創性豊かで優れた研究・開発能力を持つ研究者並びに自然科学に関係する専門的な業務に従事
するに必要な能力を持つ高度専門職業人を養成することを目的とする。 

物 理 学 専 攻

建学の理念のもとに，自然科学分野の幅広い知識と物理学分野における専門的な知
識及び高い倫理観を教授し，世界に通用する学識と独創性豊かで優れた研究・開発
能力を持つ研究者並びに物理学に関係する専門的な業務に従事するに必要な能力を
持つ高度専門職業人を養成することを目的とする。 

化 学 専 攻
現代社会の要請に応えて，基礎的な自然科学の基盤の上に，化学分野における基礎
から最先端までの専門的な知識と技能を教授し，これらを身につけた高度専門職業
人の育成並びに化学の発展に寄与する研究者の養成を目指す。 

生 物 学 専 攻

建学の理念のもとに，自然科学分野の幅広い知識と生物学・生命科学における専門
的な知識及び高い倫理観を教授し，独創性豊かで優れた研究・開発能力を持つ研究
者並びに生物学・バイオテクノロジーに関係する専門的な業務に従事するに必要な
能力を持つ高度専門職業人を養成することを目的とする。 

自 

然 

科 

学 

研 

究 

科 

 

修 士 課 程 

知 能 情 報 学

専 攻

建学の理念のもとに，高い倫理観を持ち，知能情報学の基礎分野から応用分野まで
の広い基礎学力と高度な専門的学問を修得し，独創性豊かで優れた研究・開発能力
を持つ研究者並びに知能情報学に関係する専門的な業務に従事するに必要な能力を
持つ高度専門職業人の育成を目指す。 
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研 究 科 専    攻 人材養成上の目的と学生に修得させるべき能力等の教育目標 

建学の理念のもとに，自然科学の専攻分野における専門的な深い知識を教授し，自立して優れた独創的
研究・開発ができる能力を持つ研究者並びに自然科学に関係する高度に専門的な業務に従事するに必要
な卓越した能力を持つ高度専門職業人を養成することを目的とする。 

物 理 学 専 攻

建学の理念のもとに，物理学分野における深い専門的な知識及び高い倫理観を教授
し，物理学の各専門分野で自立して優れた独創的研究・開発ができる能力を持つ研
究者並びに物理学に関係する高度に専門的な業務に従事するに必要な卓越した能力
を持つ高度専門職業人を養成することを目的とする。 

生 命 ・ 機 能
科 学 専 攻

建学の理念のもとに，化学，生物学及びその複合領域における専門的な深い知識を
教授し，化学と生物学の有機的複合領域の分野を開拓・深化させることができる，
優れた独創的研究・開発能力を持つ自立した研究者並びに化学，生物学及びその複
合領域に関係する高度に専門的な業務に従事するに必要な卓越した能力を持つ高度
専門職業人を養成することを目的とする。 

自 

然 

科 

学 

研 

究 

科 

 
博 士 後 期 
課 程 

知 能 情 報 学
専 攻

建学の理念のもとに，高い倫理観を持ち，知能情報学分野の理論や技術の細分化，
複合，境界領域の開拓及び複合化などの変革に対応し，新しい研究分野を開拓・深
化し問題発掘・解決能力を身につけ，自立して優れた独創的研究・開発ができる能
力を持つ研究者並びに知能情報学に関係する高度に専門的な業務に従事するに必要
な卓越した能力を持つ高度専門職業人の育成を目指す。 

経済社会の激しい変化に対応して充実した活動ができるように，広い視野と豊かな創造力を有し，高度
な専門的知識と理解力あるいは革新力を備えた人材を養成する。これらの人材養成上，学生が修得すべ
き能力として，経済学・経営学に関する課題を探索・発見し，論理的かつ体系的に課題を考察・分析す
る能力，経済社会や企業組織が直面する諸問題に対する解決策を導出する能力を求める。 

経 済 学 専 攻

変化の激しい経済社会で充実した活動ができるように，広く経済的視野に立ちなが
ら，同時に高度な専門性を必要とする職業に就く人材を養成する。これらの人材養
成上，学生が修得すべき能力として，学部で専攻した学問領域を踏まえつつ，経済・
社会問題や税務問題を的確に捉える能力，論理的かつ体系的に問題を整理・思考す
る能力，自らの力で現実問題に対する解決策を示す能力を求める。 

 
修士課程 

経 営 学 専 攻

社会変化に対応して創造性ある問題解決能力を発揮する高度専門職業人並びに経営
学に関する理論的・実践的課題を考察・分析する能力を有した研究者を養成する。
これらの人材養成上，学生が修得すべき能力として，経営学に関する高度な専門的
知識・理解力，社会変化に対応した新しく多様な情報の探索能力，トータルな人間
性・倫理性と豊かな個性に基づいた社会的貢献力，これらに加えて，高度専門職業
人養成では，特に産業や企業組織が直面する諸問題を発見・解決する能力，また，
研究者養成では，特に経営学に関する理論的・実践的課題を考察・分析する能力を
求める。 

博 士 後 期 
課 程 

経 営 学 専 攻

最先端の経営理論・経営実践を自立独創的に考案・革新する能力を有した創造性豊
かな研究者並びに知識基盤社会に資する経営理念・方法を導出する高度で知的な素
養のある人材を養成する。これらの人材養成上，学生が修得すべき能力として，よ
り高度で複雑な経営現象に関する高度な専門的知識・理解力，社会変化に対応した
最先端の経営理論・経営実践の探求能力，トータルな人間性・倫理性と豊かな個性
に基づいた社会的貢献力，これらに加えて，研究者の養成では，経営現象や社会変
化に対応するための最先端の経営理論・経営実践を自立独創的に考案・革新する能
力，また，高度な知的人材養成では，特に経営実践で培われた経験をもとに知識基
盤社会に資する経営理念・方法を導出する能力を求める。 

社 

会 

科 

学 

研 

究 

科 
専 門 職 
学 位 課 程 

会 計 専 門 職
専 攻

経済社会の激しい変化に対応して，実践的かつ創造的な活動ができるように，高度
な専門性と広い学識を持つ会計専門職を養成する。これらの人材養成上，学生が修
得すべき能力として，高い倫理観，国際感覚及び IT 能力とともに，企業等が直面す
る問題を発見し，分析・解決する能力を求める。 

修 士 課 程 生命化学専攻

教育・研究対象の中心に「生命化学」を据え，バイオテクノロジー，ナノテクノロ
ジー及びそれらの融合領域であるナノバイオに関する専門的な知識と技能を修得さ
せることにより，先進の科学技術を自在に扱うことのできる自立した研究者や，産
業界でリーダーとなる人材を養成する。 

フ
ロ
ン
テ
ィ
ア
サ
イ
エ
ン
ス

研
究
科 

博 士 後 期 
課 程 

生命化学専攻

生命化学分野における深い専門知識と，バイオテクノロジー，ナノテクノロジー及
びそれらの融合領域であるナノバイオに関する知識と技能をバランス良く修得させ
ることにより，自らが最先端科学技術を創出し，科学の新たな分野を開拓できる先
導的研究者を養成する。 

 

第３条 研究科の収容定員は，次のとおりとする。 

修士課程 博士後期課程 専門職学位課程 
研 究 科 専  攻 

入学定員 収容定員 入学定員 収容定員 入学定員 収容定員

日本語日本文学専攻  5 10  2  6 ― ― 

英語英米文学専攻  6 12  3  9 ― ― 

応 用 社 会 学 専 攻  5 10  2  6 ― ― 

人 文 科 学 

研 究 科 

人 間 科 学 専 攻 10 20  3  9 ― ― 
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計 26 52 10 30 ― ― 

 
修士課程 博士後期課程 専門職学位課程 

研 究 科 専  攻 
入学定員 収容定員 入学定員 収容定員 入学定員 収容定員

物 理 学 専 攻 12 24  3  9 ― ― 

化 学 専 攻 12 24 ― ― ― ― 

生 物 学 専 攻  5 10 ― ― ― ― 

生命・機能科学専攻 ― ―  3  9 ― ― 

知 能 情 報 学 専 攻  6 12  2  6 ― ― 

自 然 科 学 

研 究 科 

計 35 70  8 24 ― ― 

経 済 学 専 攻 10 20 ― ― ― ― 

経 営 学 専 攻 10 20  3  9 ― ― 
社 会 科 学 

研 究 科 

会 計 専 門 職 専 攻 ― ― ― ― ― 30 

フロンティア 
サ イ エ ン ス 
研 究 科 

生 命 化 学 専 攻  10 20  1  3 ― ― 

 

 

第３章 授業科目，研究指導及び履修方法 

 

第４条 修士課程及び博士後期課程の教育は，授業科目の授業，学位論文の作成等に対する指導（以下「研究指導」と

いう。）によつて行うものとする。 

２ 会計専門職専攻（専門職学位課程）は，その教育上の目的を達成するために専攻分野に応じた必要な授業科目を開

設し，体系的に教育課程を編成する。また，一つの授業科目について同時に授業を行う学生数は，授業の方法及び施

設，設備その他の教育上の諸条件を考慮して，教育効果を十分あげられるような適当な人数とする。 

第４条の２ 修士課程及び博士後期課程においては，教育，研究上有益と認めるときは，他大学の大学院又は研究所等

との協議に基づき，学生が当該大学院又は研究所等において必要な研究指導を受けることを認めることができる。た

だし，修士課程の学生について認める場合は，当該研究指導を受ける期間は，１年を超えないものとする。 

第５条 各研究科における授業科目，単位数及び履修方法は，別表第１のとおりとする。 

２ 会計専門職専攻（専門職学位課程）は，学生が各年次にわたつて適切に授業科目を履修するため，学生が１年間又

は１学期に履修科目として登録することができる単位数の上限を別表第１に定める。 

第５条の２ 修士課程及び博士後期課程の教育は，授業科目の授業及び研究指導によつて行うものとする。 

２ 前項の研究指導は，第32条に規定する研究指導教員が行うものとする。 

３ 会計専門職専攻（専門職学位課程）の教育は，その目的を達成しうる実践的な教育を行うよう専攻分野に応じた事

例研究，現地調査，双方向又は多方向に行われる討論又は質疑応答その他の適切な方法により授業を行うものとする。 

第５条の３ 大学院は，学生に対して，授業及び研究指導の方法及び内容並びに１年間の授業及び研究指導の計画をあ

らかじめ明示するものとする。 

２ 大学院は，学修の成果及び学位論文に係る評価並びに修了の認定に当たつては，客観性及び厳格性を確保するため，

学生に対してその基準をあらかじめ明示するとともに，当該基準にしたがつて適切に行うものとする。 

第６条 修士課程，博士後期課程においては，履修する授業科目の選択及び学位論文の作成について，研究指導教員の

承認を得なければならない。 

２ 授業科目の履修及び学位論文の作成にあたつては，学年又は学期の初めに申請して許可を得なければならない。 

第６条の２ 教育職員免許状を得るための資格を得ようとする者は，別に定める教育職員養成課程に関する規程に従い，

必要な単位を修得しなければならない。 
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２ 修士課程，博士後期課程において，取得できる免許状の種類及び免許教科は，次のとおりとする。 

研 究 科 専  攻 免 許 教 科 免 許 状 の 種 類 

日本語日本文学専攻 国 語 
中 学 校 教 諭 専 修 免 許 状 

高 等 学 校 教 諭 専 修 免 許 状 

英語英米文学専攻 英 語 
中 学 校 教 諭 専 修 免 許 状 

高 等 学 校 教 諭 専 修 免 許 状 

社 会 中 学 校 教 諭 専 修 免 許 状 

応 用 社 会 学 専 攻 地 理 歴 史 

公 民 
高 等 学 校 教 諭 専 修 免 許 状 

社 会 中 学 校 教 諭 専 修 免 許 状 

人 文 科 学 研 究 科 

人 間 科 学 専 攻 
公 民 高 等 学 校 教 諭 専 修 免 許 状 

物 理 学 専 攻 

化 学 専 攻 

生 物 学 専 攻 

理 科 
中 学 校 教 諭 専 修 免 許 状 

高 等 学 校 教 諭 専 修 免 許 状 
自 然 科 学 研 究 科 

知 能 情 報 学 専 攻 数 学 
中 学 校 教 諭 専 修 免 許 状 

高 等 学 校 教 諭 専 修 免 許 状 

社 会 中 学 校 教 諭 専 修 免 許 状 
社 会 科 学 研 究 科 

経 済 学 専 攻 

経 営 学 専 攻 公 民 高 等 学 校 教 諭 専 修 免 許 状 

フ ロ ン テ ィ ア 

サイエンス研究科 
生 命 化 学 専 攻 理 科 

中 学 校 教 諭 専 修 免 許 状 

高 等 学 校 教 諭 専 修 免 許 状 

 

 

第４章 標準修業年限及び最長在学年数 

 

第７条 大学院の標準修業年限については，次のとおり定める。 

（1） 修士課程の標準修業年限は，２年とする。 

（2） 博士課程の標準修業年限は，５年とする。なお，博士後期課程の標準修業年限は，３年とする。 

（3） 会計専門職専攻（専門職学位課程）の標準修業年限は，２年とする。 

第８条 大学院における最長在学年数は，次のとおりとする。 

（1） 修士課程 ４年 

（2） 博士後期課程 ６年 

（3） 会計専門職専攻（専門職学位課程） ４年 

２ 修士課程，博士後期課程において，第23条の規定により再入学した者の最長在学年数は，前項に規定する年数から

大学院委員会の審議を経て学長が承認した再入学前の在学年数を控除した年数とする。 

３ 会計専門職専攻において，第23条及び第23条の２の規定により入学を許可した者の最長在学年数は，第１項第３号

に規定する年数と第23条の３の規定により認定する在学すべき年数から算定する。 

第８条の２ 学生が，職業を有している等の事情により，第７条に規定する標準修業年限を超えて一定の期間にわたり

計画的に教育課程を履修し修了することを希望するときは，その計画的な履修（以下「長期履修」という。）を認め

ることができる。 

２ 前項の規定により長期履修を認めることのできる履修期間は，次のとおりとする。 

（1） 修士課程 ４年 

（2） 博士後期課程 ６年 

（3） 会計専門職専攻（専門職学位課程） ４年 
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第18条 大学院博士後期課程に入学する資格のある者は，次の各号のいずれかに該当するものとする。 

（1） 修士の学位又は専門職学位を有する者 

（2） 外国において，修士の学位又は専門職学位に相当する学位を授与された者 

（3） 外国の学校が行う通信教育の授業科目を我が国において履修し，修士の学位又は専門職学位に相当する学位を

授与された者 

（4） 我が国において，外国の大学院の課程を有するものとして当該外国の学校教育制度において位置付けられた教

育施設であって，文部科学大臣が別に指定するものの当該課程を修了し，修士の学位又は専門職学位に相当する

学位を授与された者 

（5） 国際連合大学の課程を修了し，修士の学位に相当する学位を授与された者 

（6） 文部科学大臣の指定した者 

（7） 大学院において個別の入学資格審査により，修士の学位又は専門職学位を有する者と同等以上の学力があると

認めた者で，24歳に達した者 

第18条の２ 入学の時期は，学年初めとする。ただし，会計専門職専攻（専門職学位課程）においては，学年又は学期

初めとする。 

第18条の３ 入学を志願する者は，所定の入学願書及びその他の書類を所定の期間内に提出しなければならない。 

第19条 削除 

第20条 大学院の入学者は，選考によつて決定する。 

２ 前項の選考による合格者の決定は，大学院委員会の審議を経て，学長が行う。 

３ 選考の結果合格し，所定の期日までに入学手続を行つた者に入学を許可する。 

第20条の２ 第９条の２の規定に基づく留学を希望する者は，願い出て学長の許可を受けなければならない。 

２ 前項により留学をした期間は，第８条及び第13条に規定する在学期間に算入する。 

第21条 疾病その他やむを得ない理由により休学を願い出るものがあるときは，学長は，これを許可することができる。 

２ 疾病のため修学に適さないと認められる者については，学長が休学を命ずることがある。 

３ 休学の期間は，継続2年を超えることができない。加えて，会計専門職専攻（専門職学位課程）において，休学の期

間は，通算して会計専門職専攻の標準修業年限を超えることができない。 

４ 休学の期間は，第８条に規定する最長在学年数に算入しない。 

５ 休学期間中に復学を願い出るものがあるときは，学長は，これを許可することができる。 

第22条 疾病その他やむを得ない理由によって退学しようとするときは，学長の許可を受けなければならない。 

２ 博士後期課程において，所定の単位を修得した者が退学しようとするときも前項に準ずる。 

第23条 前条により退学した者が再入学を願い出たときは，選考の上，学長は，これを許可することができる。 

第23条の２ 会計専門職を養成することを目的とする他の大学院に在学する者が，会計専門職専攻（専門職学位課程）

に転入学を希望するときは，選考の上，学長は，これを許可することができる。 

第23条の３ 会計専門職専攻（専門職学位課程）において，前２条の規定により入学を許可する者が既に履修した授業

科目及び単位数の取扱い並びに在学すべき年数については，会計専門職専攻教授会及び大学院委員会において認定す

る。 

第24条 次に該当する者は，除籍する。 

（1） 学費を納付しない者 

（2） 第８条に規定する最長在学年数を超える者 

（3） 第21条に規定する休学期間を超えた者 

２ 前項第１号により除籍された者が１年以内に復籍を願い出たとき，又は１年経過後再入学を願い出たときは，審議

の上，学長は，これを許可することができる。 

第25条 他の大学院に入学又は転学を願い出ようとする者は，学長の許可を受けなければならない。 
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別表第４の（１） 

   （単位 円） 

人文科学研究科・社会科学研究科（経済学専攻、経営学専攻） 617,000

自然科学研究科・フロンティアサイエンス研究科 803,000授業料 

社会科学研究科（会計専門職専攻） 1,200,000

 

別表第４の（２） 

            （単位 円） 

研究実験費 145,000

 

別表第４の（３） 

            （単位 円） 

心理特別実習費 50,000

 

別表第４の（４） 

在籍料 

            （単位 円） 

前 期 150,000

後 期 150,000

通 年 300,000

 

別表第４の（５） 

(単位 円) 

施設設備費 200,000

在学期間中毎年徴収する 

 

別表第５ 

                                      （単位 円） 

科目等履修料 １単位 20,000

前 期 100,000

後 期 100,000人文科学研究科・社会科学研究科 

通 年 200,000

前 期 136,250

後 期 136,250

研究生料 

自然科学研究科・ 

フロンティアサイエンス研究科 

通 年 272,500

聴講料 １単位 15,000

前 期 64,800

後 期 64,800研修料 社会科学研究科（会計専門職専攻）

通 年 129,600

 

※自然科学研究科・フロンティアサイエンス研究科の研究生料は，前期・後期各36,250円の研究実験費相当分を含む。 

※研修料は，消費税（８％）の税額を含む。 
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甲南大学学位規程 
 

（目  的） 

第１条 この規程は，学位規則（昭和28年文部省令第９号）第13条１項の規定に基づき，本大学における学位及びその

授与について，甲南大学学則（以下「学則」という。）並びに甲南大学大学院学則（以下「大学院学則」という。）

及び甲南大学専門職大学院規則（以下「専門職大学院規則」という。）に従い，必要な事項を定める。 

（学位の名称） 

第２条 本大学において授与する学位は，学士，修士，博士及び専門職学位とする。 

（1） 学士の学位に付記する専攻分野の名称は，次のとおりとする。 

 文学 

 社会学 

 理学 

 理工学 

 工学 

 情報学 

 経済学 

 法学 

 経営学 

 マネジメント 

（2） 修士の学位に付記する専攻分野の名称は，次のとおりとする。 

 文学 

 社会学 

 理学 

 理工学 

 工学 

 情報学 

 経済学 

 経営学 

（3） 博士の学位に付記する専攻分野の名称は，次のとおりとする。 

 文学 

 社会学 

 理学 

 理工学 

 工学 

 情報学 

 経営学 

（4） 専門職学位の名称は，次のとおりとする。 

 会計修士（専門職） 

 法務博士（専門職） 

（学位授与の要件） 

第３条 学士の学位は，学則の規定するところにより，学部を卒業したものに授与する。 

第４条 修士の学位は，大学院学則の規定するところにより，修士課程を修了したものに授与する。 
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2016年度甲南大学大学院学則変更について 

 

以下の科目は、学則変更に伴って、2016 年度に新設・廃止・科目分割・名称変更等した科目である。

2016 年度入学生は、新名称でのみ履修できる。廃止科目および旧名称での履修はできない。 
 
I. 人文科学研究科 

 
1. 応用社会学専攻 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

2. 人間科学専攻 
変更内容 新名称 単位数 変更内容 新名称 単位数

新 設 芸術学基礎研究  Ⅰ 2 新 設 英米文学の主要問題ａ 2 

新 設 芸術学基礎研究  Ⅱ 2 新 設 英米文学の主要問題ｂ 2 

新 設 日本文学の主要問題ａ 2 新 設 英米文化の主要問題ａ 2 

新 設 日本文学の主要問題ｂ 2 新 設 英米文化の主要問題ｂ 2 

新 設 日本語学の主要問題ａ 2 新 設 応用社会学の主要問題Ⅰ 2 

新 設 日本語学の主要問題ｂ 2 新 設 応用社会学の主要問題Ⅱ 2 

新 設 英語学の主要問題ａ 2 新 設 歴史学と地理学の主要問題Ⅰ 2 

新 設 英語学の主要問題ｂ 2 新 設 歴史学と地理学の主要問題Ⅱ 2 
 
 

II. フロンティアサイエンス研究科 
 

変更内容 新名称 単位数 旧名称 単位数

名称変更 フロンティアサイエンス特論１ 2 アントレプレナーマネジメント 2 

新 設 高 分 子 科 学 特 論 2   

新 設 フロンティアサイエンス特論２ 2   

新 設 ナ ノ バ イ オ 国 際 演 習 2   

廃 止   ナノエレクトロニクス特論 2 

 

変更内容 旧名称 単位数 
廃 止 応 用 社 会 学 基 礎 講 義 Ⅰ 2 

廃 止 応 用 社 会 学 基 礎 講 義 Ⅱ 2 

廃 止 史 学 地 理 学 民 俗 学 基 礎 講 義 Ⅰ 2 

廃 止 史 学 地 理 学 民 俗 学 基 礎 講 義 Ⅱ 2 

廃 止 方 法 論 基 礎 研 究 Ⅰ 2 

廃 止 方 法 論 基 礎 研 究 Ⅱ 2 

廃 止 方 法 論 基 礎 研 究 Ⅲ 4 
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人
文
科
学
研
究
科 

修

士

課

程 

人 文 科 学 研 究 科 

 

修 士 課 程 

 

 人文科学研究科【修士課程】では，４専攻の人文科学の専門領域において，それぞれの分野における専門的知識，技

能を教授することにより，より深い教養と専門知識，技能を身につけた自立した研究者や，実社会に貢献しうる専門的

知識，能力を身につけた高度専門職業人の養成を教育の基本方針とする。 

 

●2013年度より，人文科学研究科３専攻（日本語日本文学専攻，英語英米文学専攻，応用社会学専攻）の修士課程に，

2016年度より、人間科学専攻 環境・芸術・思想専修に、２コース制（専門探究コース，多元教養コース）が導入され

た。 

 

専門探究コース 

 専門探究コースでは，研究者としての自立をめざし，修士課程修了後，博士後期課程に進学し，大学，大学院，その

他の研究機関に所属することをめざす者や，中学，高校の専修免許を取得し教職に就くことをめざす者，博物館学芸員

の資格を取得して専門職に就くことをめざす者等を対象とする。 

 

多元教養コース 

 多元教養コースでは，専門領域の研究を基軸に，隣接する多様な人文科学の教養を身につけ，文化に対する深い理解

力を備え，社会への貢献の意志を有する人材を育成することをめざしている。多元教養コースの学生は，修士論文に代

わる研究成果物を提出する（修士論文に代わる研究成果物の内容については各専攻のガイドラインを参照すること）。 

 各コースで，履修の要件が異なるので注意すること。 

 

・人間科学専攻心理臨床専修では２コース制をとらない 

 

 

（1）修了の条件 

 修業年限は標準２年。所定の単位以上を修得し，研究指導を受けた上，修士論文または，修士論文に代わる研究成

果物（以下，「修士論文等」と略記する）の審査及び最終試験に合格すること。 

（2）最長在学年数 

  最長在学年数は４年。 

（3）オリエンテーション 

  オリエンテーションは専攻ごとに行うので，それぞれの専攻の指示を受けること。 

（4）人間科学専攻心理臨床専修「臨床心理士」の受験資格取得に関して 

  「臨床心理士」受験資格の取得を志望する者は，当該専修の指示に従って慎重に履修すること。 

（5）修士論文等の提出日程については，『履修ガイドブック』を参照すること。 

＊多元教養コースの学生が，修士論文を選択する場合は，指導教員とよく相談し，修士論文等の題目提出日まで

に決定すること。 
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人間科学専攻 

 

［修士論文及び、修士論文に代わる研究成果物審査基準］ 

 以下の審査項目について，修士論文等ならびに口頭試問の結果に基づいて，主査１名と副査２名による総合評価を行

い，学位論文等の合否を判定する。 

１．研究テーマは新規性，進歩性，独創性，有用性のいずれかを有していること。 

２．十分な文献や研究動向の調査を行い，先行研究に対する適切な評価を行うとともに，自身の研究の意義や重要度

と，他研究との関連性や相違を明確に示していること。 

３．研究テーマに即した量的あるいは質的データや資料を駆使し，当該分野における適切な研究方法を用いていること。 

４．分析に用いた手法が適切であること。また，その結果から導かれる考察が，研究結果に即したものであること。 

５．論文等の体裁（表紙，要旨，目次，章立て，結論，参考文献，資料など）が整っていること。 

６．倫理的配慮のもとに研究や実践を行っていること。 

 
・修士論文に代わる研究成果物の研究についてのガイドライン 
 環境・芸術・思想の研究に関わる「文献・資料の翻訳、解題」「研究ノート」「フィールドワークの報告」「展覧会企画」
など（具体的内容及び分量等については指導教員に確認のこと）。 
 

[修士学位取得のプロセス] 

１年次 

 前期 オリエンテーション，修了要件の説明，研究指導教員の決定 

「人間科学演習」において研究・論文指導開始，「修士課程研究計画書」提出，研究発表 

 後期 基本的研究能力の習得，研究発表 

「研究成果報告書」提出 

２年次 

 前期 オリエンテーション，「人間科学演習」において研究・論文指導，研究発表 

修士論文等題目提出（６月上旬） 

修士論文等中間発表（６月） 

 後期 指導教員の指導のもとで修士論文等の作成を進める 

修士論文等提出（２月上旬） 

口頭試問（２月中旬） 

修士学位授与（３月） 
 

  *前期提出の場合 

修士論文等提出(７月上旬) 

口頭試問（７月中旬） 

修士学位授与(９月) 

 

 

 
研究計画の作成・研究テーマの設定 

 

人
間
科
学
演
習
Ⅰ

 

研
究
・
論
文
指
導 

１ 

年 

基本的研究能力の習得 

研究成果の報告・研究発表 

修士論文等の題目提出（６月上旬） 

研究の推進・成果公表の推進 

修士論文等の完成・学位審査 

修  了

 

人
間
科
学
演
習
Ⅱ 

２ 

年 

研
究
・
論
文
指
導 

オリエンテーション

入  学

 オリエンテーション 修了要件の説明・指導教員の決定 
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日 本 語 日 本 文 学 専 攻 
 

［教育研究上の特徴・目的］ 

 本専攻には日本古典文学，日本近現代文学（比較文学を含む），日本語学，日本語教育学という多岐にわたる研究領

域がふくまれている。日本文学分野では，上代・中古・中世・近現代文学の研究や外国の文学・思想との比較研究を行

う。日本語学分野では，現代日本語の文法研究や類義表現等の意味・用法の研究，方言や言語政策など現代日本語の調

査研究，日本語教育に関連した実践的理論的研究を行う。本専攻の特徴は，これら多様な領域からのアプローチによっ

て，日本語と日本文学を総合的に研究してゆくことにある。 

［2015年度（平成27年度）以降の入学生に適用］ 

授 業 科 目 単 位 授 業 科 目 単 位

日 本 文 学 演 習 Ⅰ a 2 日 本 語 教 育 研 究 Ⅰ 2 

日 本 文 学 演 習 Ⅰ b 2 日 本 語 教 育 研 究 Ⅱ 2 

日 本 文 学 演 習 Ⅱ a 2 国 語 科 教 育 特 殊 講 義 Ⅰ 2 

（
必 

修 

Ａ
） 日 本 文 学 演 習 Ⅱ b 2 

専
門
科
目 

（
選 
択
） 

国 語 科 教 育 特 殊 講 義 Ⅱ 2 

日 本 語 学 演 習 Ⅰ a 2 日 本 文 学 の 主 要 問 題 a 2

日 本 語 学 演 習 Ⅰ b 2 日 本 文 学 の 主 要 問 題 b 2

日 本 語 学 演 習 Ⅱ a 2 日 本 語 学 の 主 要 問 題 a 2

（
必 

修 

Ｂ
） 日 本 語 学 演 習 Ⅱ b 2 日 本 語 学 の 主 要 問 題 b 2

日 本 文 学 演 習 Ⅲ a 2 英 米 文 学 の 主 要 問 題 a 2

日 本 文 学 演 習 Ⅲ b 2 英 米 文 学 の 主 要 問 題 b 2

日 本 文 学 研 究 Ⅰ a 2 英 米 文 化 の 主 要 問 題 a 2

日 本 文 学 研 究 Ⅰ b 2 英 米 文 化 の 主 要 問 題 b 2

日 本 文 学 研 究 Ⅱ a 2 英 語 学 の 主 要 問 題 a 2

日 本 文 学 研 究 Ⅱ b 2 英 語 学 の 主 要 問 題 b 2

日 本 文 学 研 究 Ⅲ a 2 応 用 社 会 学 の 主 要 問 題 Ⅰ 2

日 本 文 学 研 究 Ⅲ b 2 応 用 社 会 学 の 主 要 問 題 Ⅱ 2

日 本 文 学 研 究 Ⅳ a 2 歴 史 学 と 地 理 学 の 主 要 問 題 Ⅰ 2

日 本 文 学 研 究 Ⅳ b 2 歴 史 学 と 地 理 学 の 主 要 問 題 Ⅱ 2

日 本 文 学 特 殊 講 義 Ⅰ a 2 人 間 科 学 思 想 の 主 要 問 題 Ⅰ 2

日 本 文 学 特 殊 講 義 Ⅰ b 2 人 間 科 学 思 想 の 主 要 問 題 Ⅱ 2

日 本 文 学 特 殊 講 義 Ⅱ a 2 人 間 科 学 思 想 の 主 要 問 題 Ⅲ 2

日 本 文 学 特 殊 講 義 Ⅱ b 2 人 間 科 学 思 想 の 主 要 問 題 Ⅳ 2

日 本 語 学 演 習 Ⅲ a 2 

専 

攻 

横 

断 

科 

目 

人 間 科 学 思 想 の 主 要 問 題 Ⅴ 2

日 本 語 学 演 習 Ⅲ b 2 日 本 古 典 文 学 基 礎 研 究 Ⅰ 2 

日 本 語 学 研 究 Ⅰ a 2 日 本 古 典 文 学 基 礎 研 究 Ⅱ 2 

日 本 語 学 研 究 Ⅰ b 2 日 本 近 現 代 文 学 基 礎 研 究 Ⅰ 2 

日 本 語 学 研 究 Ⅱ a 2 日 本 近 現 代 文 学 基 礎 研 究 Ⅱ 2 

日 本 語 学 研 究 Ⅱ b 2 日  本 語  学 基 礎  研 究 Ⅰ 2 

日 本 語 学 研 究 Ⅲ a 2 日 本 語 学 基 礎 研 究 Ⅱ 2 

日 本 語 学 研 究 Ⅲ b 2 日 本 語 教 育 基 礎 研 究 Ⅰ 2 

日 本 語 学 研 究 Ⅳ a 2 

関 

連 

基 

礎 

科 

目 

選 

択 

科 

目 

日 本 語 教 育 基 礎 研 究 Ⅱ 2 

日 本 語 学 研 究 Ⅳ b 2 

日 本 語 学 特 殊 講 義 Ⅰ a 2 

日 本 語 学 特 殊 講 義 Ⅰ b 2 

日 本 語 学 特 殊 講 義 Ⅱ a 2 

専 
 
 

門 
 
 

科 
 
 

目 

（
選 

 
 
 
 

択
） 

日 本 語 学 特 殊 講 義 Ⅱ b 2 
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英 語 英 米 文 学 専 攻 

［教育研究上の特徴・目的］ 

 本専攻には英語学，イギリス文学・文化，アメリカ文学・文化という研究分野がある。英語学分野では統語論，意味

論，語用論，音声学，心理言語学など，多様な視点から言語活動にかかわる研究を行なう。イギリス文学・文化および

アメリカ文学・文化の分野では，歴史的文書や思想書なども含めた古典から現代に至る様々なジャンルの文学を研究対

象とすると同時に，英米の文化的諸問題を歴史学の観点から解明することにも努める。本専攻の特徴は，各分野独特の

アプローチを基盤にしつつも，広く英語による思考や発想を鍛え，英語，ならびに英語で表現された世界を総合的に研

究していくことにある。 

［2013年度（平成25年度）以降の入学生に適用］ 

授 業 科 目 単 位 授 業 科 目 単 位

英 米 文 学 演 習 Ⅰ a 2 英 語 学 特 殊 講 義 Ⅱ a 2 

英 米 文 学 演 習 Ⅰ b 2 英 語 学 特 殊 講 義 Ⅱ b 2 

英 米 文 学 演 習 Ⅱ a 2 英 語 学 特 殊 講 義 Ⅲ a 2 

英 米 文 学 演 習 Ⅱ b 2 英 語 学 特 殊 講 義 Ⅲ b 2 

英 米 文 学 演 習 Ⅲ a 2 英 語 学 特 殊 講 義 Ⅳ a 2 

英 米 文 学 演 習 Ⅲ b 2 英 語 学 特 殊 講 義 Ⅳ b 2 

英 米 文 学 演 習 Ⅳ a 2 アカデミック・ライティングⅠ a 1 

英 米 文 学 演 習 Ⅳ b 2 アカデミック・ライティングⅠ b 1 

英 米 文 化 演 習 Ⅰ a 2 アカデミック・ライティングⅡ a 1 

英 米 文 化 演 習 Ⅰ b 2 

専 
 

門 
 

科 
 

目 
（
選 

 
 

択
） 

アカデミック・ライティングⅡ b 1 

英 米 文 化 演 習 Ⅱ a 2 日 本 文 学 の 主 要 問 題 a 2

（
選 

択 

必 

修 

Ａ
） 

英 米 文 化 演 習 Ⅱ b 2 日 本 文 学 の 主 要 問 題 b 2

英 語 学 演 習 Ⅰ a 2 日 本 語 学 の 主 要 問 題 a 2

英 語 学 演 習 Ⅰ b 2 日 本 語 学 の 主 要 問 題 b 2

英 語 学 演 習 Ⅱ a 2 英 米 文 学 の 主 要 問 題 a 2

英 語 学 演 習 Ⅱ b 2 英 米 文 学 の 主 要 問 題 b 2

英 語 学 演 習 Ⅲ a 2 英 米 文 化 の 主 要 問 題 a 2

英 語 学 演 習 Ⅲ b 2 英 米 文 化 の 主 要 問 題 b 2

英 語 学 演 習 Ⅳ a 2 英 語 学 の 主 要 問 題 a 2

（
選 

択 
必 
修 

Ｂ
） 

英 語 学 演 習 Ⅳ b 2 英 語 学 の 主 要 問 題 b 2

英 米 文 学 特 殊 講 義 Ⅰ a 2 応 用 社 会 学 の 主 要 問 題 Ⅰ 2

英 米 文 学 特 殊 講 義 Ⅰ b 2 応 用 社 会 学 の 主 要 問 題 Ⅱ 2

英 米 文 学 特 殊 講 義 Ⅱ a 2 歴 史 学 と 地 理 学 の 主 要 問 題 Ⅰ 2

英 米 文 学 特 殊 講 義 Ⅱ b 2 歴 史 学 と 地 理 学 の 主 要 問 題 Ⅱ 2

英 米 文 学 特 殊 講 義 Ⅲ a 2 人 間 科 学 思 想 の 主 要 問 題 Ⅰ 2

英 米 文 学 特 殊 講 義 Ⅲ b 2 人 間 科 学 思 想 の 主 要 問 題 Ⅱ 2

英 米 文 学 特 殊 講 義 Ⅳ a 2 人 間 科 学 思 想 の 主 要 問 題 Ⅲ 2

英 米 文 学 特 殊 講 義 Ⅳ b 2 人 間 科 学 思 想 の 主 要 問 題 Ⅳ 2

英 米 文 化 特 殊 講 義 Ⅰ a 2 

専 

攻 

横 

断 

科 

目 

人 間 科 学 思 想 の 主 要 問 題 Ⅴ 2

英 米 文 化 特 殊 講 義 Ⅰ b 2 英 語 英 米 文 学 研 究 Ⅰ 2 

英 米 文 化 特 殊 講 義 Ⅱ a 2 英 語 英 米 文 学 研 究 Ⅱ 2 

英 米 文 化 特 殊 講 義 Ⅱ b 2 英 語 英 米 文 学 研 究 Ⅲ 2 

英 語 学 特 殊 講 義 Ⅰ a 2 

関
連
基
礎
科
目 英 語 英 米 文 学 研 究 Ⅳ 2 

専 
 
 

門 
 
 

科 
 
 

目 

（
選 

 
 

択
） 

英 語 学 特 殊 講 義 Ⅰ b 2  
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［所要の単位］ 

専門探究コース 

１．英米文学・文化を専修するものは，選択必修Ａ（12単位以上），選択科目を併せて32単位以上修得すること。 

２．英語学を専修するものは，選択必修Ｂ（12単位以上），選択科目を併せて32単位以上修得すること。 

３．研究指導教員が必要と認めるときは，他専攻の開講科目（専門科目に限る｡）を，専攻横断科目と併せて８単位

を上限として選択科目に充てることができる。 

４．研究指導教員が必要と認めるときは，関連基礎科目については，８単位を上限として選択科目に充てることが

できる。 

多元教養コース 

１．英米文学・文化を専修するものは，選択必修Ａ（12単位以上），専攻横断科目（８単位以上12単位以内），選

択科目を併せて32単位以上修得すること。 

２．英語学を専修するものは，選択必修Ｂ（12単位以上），専攻横断科目（８単位以上12単位以内），選択科目を

併せて32単位以上修得すること。 

３．研究指導教員が必要と認めるときは，他専攻の開講科目（専門科目に限る｡）については，８単位を上限として，

選択科目に充てることができる。 

４．研究指導教員が必要と認めるときは，関連基礎科目については，８単位を上限として選択科目に充てることが

できる。 

 

［履修について］ 

１．履修登録の前に指導を受けたい教授を各自で決めて，よく相談しておく必要がある。 

２．専攻横断科目の履修について 

 （１） 専門探究コースにおいては，他専攻の専門科目と併せて８単位を上限として，専攻横断科目を修了単位に

充てることができる。 

 （２） 多元教養コースにおいては，専攻横断科目を８単位以上12単位以内修得すること。 

３．関連基礎科目の履修について 

 （１） 関連基礎科目は，研究指導教員が必要と認めるときは，８単位を上限として選択科目に充てることができ

る。 

 （２） 以下の科目を関連基礎科目として履修することができる。 

・英語英米文学研究Ⅰ～Ⅳには，文学部英語英米文学科専門科目のうち次の科目から選択する。 

セミナーⅠa，セミナーⅠb，セミナーⅡa，セミナーⅡb 

ブリティッシュ・スタディーズⅠ・Ⅱ，アメリカン・スタディーズⅠ・Ⅱ， 

イギリス文学思潮史Ⅰ・Ⅱ，アメリカ文学思潮史Ⅰ・Ⅱ，英語の文法Ⅰ・Ⅱ，英語の意味Ⅰ・Ⅱ， 

英語の音声Ⅰ・Ⅱ，英語のレキシコン，英語の獲得と理解，英語学研究Ⅰ・Ⅱ， 

English StudiesⅠ・Ⅱ・Ⅲ・Ⅳ 

 （３） 関連基礎科目の成績評価は，学部学生に課す試験・レポートに加えてリサーチ・ペーパーなどの提出も求

めたうえで，修士課程の専門科目と同様の基準で行われる。 
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応 用 社 会 学 専 攻 
 

［教育研究上の特徴・目的］ 

 本専攻には社会学，人類学・表象文化論，歴史学，地理学・民俗学という多岐にわたる研究領域がふくまれている。

本専攻の特徴は，これら多様な領域からのアプローチによって，人類の社会的・文化的活動を総合的に研究してゆくこ

とにある。 

 

［2016年度（平成28年度）の入学生に適用］ 

授 業 科 目 単 位 授 業 科 目 単 位

応 用 社 会 学 演 習 Ⅰ 2 日 本 文 学 の 主 要 問 題 a 2 
応 用 社 会 学 演 習 Ⅱ 2 日 本 文 学 の 主 要 問 題 b 2 
応 用 社 会 学 演 習 Ⅲ 2 日 本 語 学 の 主 要 問 題 a 2 
応 用 社 会 学 演 習 Ⅳ 2 日 本 語 学 の 主 要 問 題 b 2 
特 定 研 究 Ⅰ 2 英 米 文 学 の 主 要 問 題 a 2 

（
必 

修 

Ａ
） 

特 定 研 究 Ⅱ 2 英 米 文 学 の 主 要 問 題 b 2 
史 学 地 理 学 民 俗 学 演 習 Ⅰ 4 英 米 文 化 の 主 要 問 題 a 2 
史 学 地 理 学 民 俗 学 演 習 Ⅱ 4 英 米 文 化 の 主 要 問 題 b 2

総 合 演 習 Ⅰ 2 英 語 学 の 主 要 問 題 a 2 

（
必  

修  

Ｂ
）

 

総 合 演 習 Ⅱ 2 英 語 学 の 主 要 問 題 b 2 
応 用 社 会 学 特 殊 講 義 Ⅰ 2 応 用 社 会 学 の 主 要 問 題 Ⅰ 2 
応 用 社 会 学 特 殊 講 義 Ⅱ 2 応 用 社 会 学 の 主 要 問 題 Ⅱ 2 
家 族 社 会 学 特 殊 講 義 2 歴 史 学 と 地 理 学 の 主 要 問 題 Ⅰ 2 
経 験 社 会 学 特 殊 講 義 2 歴 史 学 と 地 理 学 の 主 要 問 題 Ⅱ 2 
表 象 文 化 特 殊 講 義 2 人 間 科 学 思 想 の 主 要 問 題 Ⅰ 2 
方  法  論  研  究  Ⅰ 2 人 間 科 学 思 想 の 主 要 問 題 Ⅱ 2 
方  法  論  研  究  Ⅱ 2 人 間 科 学 思 想 の 主 要 問 題 Ⅲ 2 
方  法  論  研  究  Ⅲ 2 人 間 科 学 思 想 の 主 要 問 題 Ⅳ 2 
方  法  論  研  究  Ⅳ 2 

専 

攻 

横 

断 

科 

目 

人 間 科 学 思 想 の 主 要 問 題 Ⅴ 2 
人 類 学 特 殊 講 義 Ⅰ 2 

人 類 学 特 殊 講 義 Ⅱ 2 

社 会 運 動 特 殊 講 義 2 

地 域 文 化 特 殊 講 義 2 

歴 史 学 特 殊 講 義 Ⅰ 2 

歴 史 学 特 殊 講 義 Ⅱ 2 

歴 史 学 特 殊 講 義 Ⅲ 2 

歴 史 学 特 殊 講 義 Ⅳ 2 

歴 史 学 特 殊 講 義 Ⅴ 2 

歴 史 学 特 殊 講 義 Ⅵ 2 

人 文 地 理 学 特 殊 講 義 Ⅰ 2 

人 文 地 理 学 特 殊 講 義 Ⅱ 2 

民 俗 文 化 特 殊 講 義 Ⅰ 2 

民 俗 文 化 特 殊 講 義 Ⅱ 2 

社 会 史 特 殊 講 義 Ⅰ 2 

専 
 
 

門 
 
 

科 
 
 

目 （
選 

 

択
） 

社 会 史 特 殊 講 義 Ⅱ 2 
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［所要の単位］ 

 専門探究コース 

１．必修科目（必修Ａ〔６科目12単位〕又は必修Ｂ〔４科目12単位〕），選択科目から18単位以上，併せて30単位以

上修得すること。 

２．研究指導教員が必要と認めるときは，他専攻の開講科目（専門科目に限る）を，専攻横断科目と併せて８単位

を上限として選択科目に充てることができる。 

 多元教養コース 

１．必修科目（必修Ａ〔６科目12単位〕又は必修Ｂ〔４科目12単位〕），専攻横断科目（８単位以上12単位以内），選

択科目を併せて30単位以上修得すること。 

２．研究指導教員が必要と認めるときは，他専攻の開講科目（専門科目に限る）については，８単位を上限として

選択科目に充てることができる。 

［履修について］ 

１．オリエンテーションは開講科目ごとに行うので，履修登録をするまでに，各自，それぞれの授業に出席して指

導を受けること。  

２．必修Ａ（応用社会学演習Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ・Ⅳ）と，必修Ｂ（総合演習Ⅰ・Ⅱ）は，同一年度に同時に履修はできない。 

 また、総合演習Ⅰ・Ⅱは、同一年度に同時に履修はできない。 

３．本研究科他専攻の開講科目（専門科目に限る）は，当該科目の履修につき担当教員の了承を得なければならない。 

４．応用社会学専攻においては，専攻の履修生のいる科目に限り社会科学研究科学生の履修を認め，かつ単位の認

定をする。この場合，当該科目の履修につき担当教員の了承を得なければならない。 

５．応用社会学専攻の学生は，社会科学研究科の科目（当該専攻の履修生のいる科目）の履修及び単位の認定を認

められる。ただし，経営学専攻については６時限に開講される基本科目及び応用科目以外の履修を認める。 

なお，社会科学研究科の科目の単位は修了に必要な単位数に加えることはできない。また，履修科目は８単位

を超えることはできない。 

 

 

［専門社会調査士資格について］ 

 2003年11月に，日本社会学会を中心に関連学会が参加する「社会調査士資格認定機構」（2008年12月より「一般社団

法人 社会調査協会」に改組）が設立され，学部レベルの「社会調査士資格」制度が発足した。つづいて2004年度には，

大学院修士課程修了レベルを想定し，より高度な専門知識・技能，相応の応用力と倫理観を身につけることを要求した

「専門社会調査士資格」制度が発足している。 

 この専門社会調査士資格では，倫理観はいうまでもなく，社会調査の企画設計から報告書の作成にいたる高度の実践

的能力を身につけていることが要求される。本学大学院人文科学研究科応用社会学専攻でも，「社会調査士資格」と連

動して，「専門社会調査士資格」のための「科目認定」を2004年度から受けている。この資格要件は次のとおりである。 

  資格要件（専門社会調査士） 

     1）社会調査士資格を有すること 

     2）標準カリキュラムＨ～Ｊに対応した科目単位を取得すること 

     3）社会調査結果を用いた研究論文を執筆すること（修士論文を含む） 

 なお，2）の標準カリキュラムは以下のような内容である。 

  Ｈ．調査企画・設計に関する演習（実習）科目（90分×15週） 

  Ｉ．多変量解析に関する演習（実習）科目（90分×15週） 

  Ｊ．質的調査法に関する演習（実習）科目（90分×15週） 

 

   実際の「資格認定」のための手続きや検定料などの詳細は，「社会調査協会」のホームページ 

  （http://wwwsoc.nii.ac.jp/jcbsr/）を参照すること。 
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この資格を取得するために，本専攻で履修が求められている科目群は次のとおりである。 

科 目 名 配当年次 単 位 演習カリキュラム要件

方 法 論 研 究 Ⅰ 1 2 Ｈに相当 

方 法 論 研 究 Ⅱ 1 2 Ｉに相当 

方 法 論 研 究 Ⅲ 1 2 Ｊに相当 

必要単位数 ３科目 ６単位  

 

※ 社会調査士資格について 

 上記専門社会調査士の資格要件１にある社会調査士資格は，学部社会学科専門科目の中から必要科目を履修するこ

とで取得可能である。学部科目の履修については，科目等履修生としての手続を行う必要がある。詳細は研究指導教

員と相談すること。 

 

［博物館学芸員資格について] 

 博物館学芸員は，博物館で資料の収集，保管，調査研究そして展示等に携わる専門職である。ここでの博物館とは，

歴史・考古・民族の博物館，美術館，郷土館，記念館など広く含んでいる。これらの博物館は社会教育・生涯学習のた

めの施設であるため，学芸員は研究者と教育者という二つの性格を持っている。 

 学芸員資格は，学士の称号を有し，法令によって定められた単位を修得することによって得ることができる。応用社

会学専攻に在籍するものには，本学文学部歴史文化学科に開設されている「博物館学芸員養成課程」を履修することが

認められている。 

 なお，学部における既修科目の状況によっては資格獲得のために３年以上を要する場合がある。詳しくは「博物館学

芸員養成課程」担当教員によるオリエンテーションを受けること。 

 

【注意事項】 

１）文部科学省令で定められた学芸員資格に必要な科目のうち，未修得のものを，文学部の授業を履修して補うことに

なる。必要な科目は学部履修要項を参照のこと。 

２）学芸員資格取得に必要な省令科目のうち，既習の科目については，出身大学（単位を取得した大学）で成績証明を

得る必要がある。その際，当該科目が出身大学で学芸員課程の科目として開設されている必要がある。 

３）出身大学が学芸員課程を開設していない場合は，必要な全科目を本学で履修して取得することになる。 

４）博物館実習を履修するためには，実習を実施する学期までに実習以外の必要科目を取得していること，もしくは取

得見込みであることが必要である。 

５）実習のためのガイダンス・予備登録などは，文学部で実施するものに参加して必要な手続きを取ってくること。ガ

イダンスは実習の前年度にある。 

６）本学文学部歴史文化学科の卒業生が必要な単位を取得した場合は，「博物館学芸員資格単位取得証明書」が与えら

れる。学部卒業生と同じ証明書となる。 

それ以外の者については，「博物館学芸員資格に関する単位の取得証明書」が与えられる。学芸員資格の取得を証

明する場合は「博物館学芸員資格に関する単位の取得証明書」と，出身大学の発行する単位取得証明書を合わせて

使用する。 

７）履修科目については，ガイダンスに出席のうえ，担当教員に相談すること。 
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人 間 科 学 専 攻 
［教育研究上の特徴・目的］ 

本専攻には，環境・芸術・思想専修と心理臨床専修の研究分野がある。環境・芸術・思想専修では，人間の存在の場

としての環境，人間の存在の証明としての芸術，人間の創り出す思想について研究を深める。心理臨床専修では，臨床

心理学的援助に関する研究力および実践力を鍛え，将来的に医療・福祉・教育・司法を中心とした領域で活躍する臨床

心理士を養成する。 

 

［2016年度（平成28年度）の入学生に適用］ 

授 業 科 目 単 位 授 業 科 目 単 位

人 間 科 学 総 論 Ⅰ 2 臨 床 教 育 学 特 論 2 

人 間 科 学 総 論 Ⅱ 2 精 神 医 学 特 論 2 

人 間 科 学 演 習 Ⅰ 4 障 害 者 ( 児 ) 心 理 学 特 論 2 

必 
 

修 

人 間 科 学 演 習 Ⅱ 4 臨 床 心 理 基 礎 実 習 2 

人 間 科 学 思 想 研 究 2 心 理 学 統 計 法 2 

言 語 思 想 研 究 2 心 理 学 研 究 法 特 論 2 

現 代 芸 術 思 想 研 究 2 

選 

択 

必 
修 

[ 

心 

理 
臨 

床 
] 

心  理  療  法  特  論 2 

芸 術 思 想 研 究 2 日 本 文 学 の 主 要 問 題 a 2 

人 間 ・ 環 境 学 研 究 2 日 本 文 学 の 主 要 問 題 b 2 

環 境 倫 理 研 究 2 日 本 語 学 の 主 要 問 題 a 2 

国 際 環 境 ネ ッ ト ワ ー ク 2 日 本 語 学 の 主 要 問 題 b 2 

国 内 環 境 ネ ッ ト ワ ー ク 2 英 語 学 の 主 要 問 題 a 2 

生 命 倫 理 研 究 2 英 語 学 の 主 要 問 題 b 2 

現 代 思 想 特 論 2 英 米 文 学 の 主 要 問 題 a 2 

言 語 イ メ ー ジ 特 論 2 英 米 文 学 の 主 要 問 題 b 2 

現 代 社 会 と 表 現 2 英 米 文 化 の 主 要 問 題 a 2 

死 生 学 研 究 2 英 米 文 化 の 主 要 問 題 b 2 

芸 術 と 福 祉 2 応 用 社 会 学 の 主 要 問 題 Ⅰ 2 

美 学 思 想 特 論 2 応 用 社 会 学 の 主 要 問 題 Ⅱ 2 

環 境 教 育 学 特 論 2 歴 史 学 と 地 理 学 の 主 要 問 題 Ⅰ 2 

フ ィ ー ル ド ワ ー ク 特 論 Ⅰ a 2 歴 史 学 と 地 理 学 の 主 要 問 題 Ⅱ 2 

フ ィ ー ル ド ワ ー ク 特 論 Ⅰ b 2 人 間 科 学 思 想 の 主 要 問 題 Ⅰ 2 

[ 

環 

境 

・ 

芸 

術 

・ 

思 

想 
] 

フ ィ ー ル ド ワ ー ク 特 論 Ⅱ 2 人 間 科 学 思 想 の 主 要 問 題 Ⅱ 2 

人 間 関 係 学 特 論 2 人 間 科 学 思 想 の 主 要 問 題 Ⅲ 2 

社 会 心 理 学 特 論 2 人 間 科 学 思 想 の 主 要 問 題 Ⅳ 2 

人 格 心 理 学 特 論 2 

専 

攻 

横 

断 

科 

目 

人 間 科 学 思 想 の 主 要 問 題 Ⅴ 2 

投 映 法 特 論 2 現 代 思 想 基 礎 研 究 Ⅰ 2 

臨 床 心 理 学 特 論 Ⅰ 2 現 代 思 想 基 礎 研 究 Ⅱ 2 

臨 床 心 理 学 特 論 Ⅱ 2 環 境 学 基 礎 原 理 Ⅰ 2 

臨 床 心 理 実 習 2 環 境 学 基 礎 原 理 Ⅱ 2 

臨 床 心 理 面 接 特 論 Ⅰ 2 芸 術 学 基 礎 研 究 Ⅰ 2 

臨 床 心 理 面 接 特 論 Ⅱ 2 

［
環
境
・
芸
術
・
思
想
］ 芸 術 学 基 礎 研 究 Ⅱ 2 

臨 床 心 理 査 定 演 習 Ⅰ 2 臨 床 心 理 学 基 礎 研 究 Ⅰ 2 

臨 床 心 理 査 定 演 習 Ⅱ 2 臨 床 心 理 学 基 礎 研 究 Ⅱ 2 

臨 床 心 理 査 定 演 習 Ⅲ 2 臨 床 心 理 査 定 基 礎 研 究 Ⅰ 2 

選 
 
 
 

択 
 
 

 
必 

 
 
 

修 

[ 

心 

理 

臨 

床 
] 

ト ラ ウ マ 回 復 支 援 論 2 

関

連

基

礎

科

目 

[

心
理
臨
床] 

臨 床 心 理 査 定 基 礎 研 究 Ⅱ 2 
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 [所要の単位] 

専門探究コース環境・芸術・思想専修 
１．必修科目12単位，選択必修科目22単位以上（ただし，「心理臨床」の科目群の人間関係学特論，社会心理学特論，

人格心理学特論，臨床教育学特論，障害者(児)心理学特論,心理学統計法，心理学研究法特論から4単位以上，「環

境・芸術・思想」の科目群から8単位以上），併せて34単位以上を修得すること。 
２．関連基礎科目は，4単位を上限として選択必修に充てることができる。 
３．研究指導教員が必要と認めるときは，専攻横断科目及び，他専攻の専門科目を8単位を上限として選択必修科目

に充てることができる。 

 
専門探究コース心理臨床専修 
１．必修科目12単位，選択必修22単位以上（ただし，「環境・芸術・思想」の科目群から4単位以上，「心理臨床」

の科目群から8単位以上)，併せて34単位以上を修得すること。 
２．専攻横断科目のうち，「人間科学思想の主要問題Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ・Ⅳ・Ⅴ」から4単位を「環境・芸術・思想」の選

択必修科目に充てることができる。 
３．関連基礎科目は，4単位を上限として選択必修に充てることができる。 
４．研究指導教員が必要と認めるときは，専攻横断科目（「人間科学思想の主要問題Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ・Ⅳ・Ⅴ」を除く。）

及び，他専攻の専門科目を8単位を上限として履修することができる。 

 
多元教養コース環境・芸術・思想専修 
１．必修科目12単位，専攻横断科目（8単位以上12単位以内），選択必修科目（ただし，「心理臨床」の科目群は，

人間関係学特論，社会心理学特論，人格心理学特論，臨床教育学特論，障害者(児)心理学特論,心理学統計法，心

理学研究法特論に限る），併せて34単位以上を修得すること。 
２．関連基礎科目は，4単位を上限として選択必修に充てることができる。 
３．研究指導教員が必要と認めるときは，他専攻の開講科目（専門科目に限る）については，8単位を上限として選

択必修科目に充てることができる。 
 

[履修について] 

１．オリエンテーションは開講科目ごとに行うので，履修登録をするまでに，各自，それぞれの授業に出席して指

導を受けること。 

２．関連基礎科目の履修について  

   （１） 関連基礎科目は，必要に応じて履修するものとし，４単位を上限として選択必修にあてることができる。 

 （２） 関連基礎科目は，研究指導教員が適当と認めた場合，以下の学部専門科目をもって，これにあてることが

できる。 

（ａ）現代思想基礎研究Ⅰ・Ⅱは，文学部人間科学科専門科目のうち現代思想，比較思想史，言語論，神話論

から選択履修すること。 

（ｂ）環境学基礎原理Ⅰ・Ⅱは，文学部人間科学科専門科目のうち環境学基礎論Ⅰ・Ⅱ，人間環境論Ⅰ・Ⅱ，

環境教育学，環境・芸術文化論から選択履修すること。 

（ｃ）芸術学基礎研究Ⅰ・Ⅱは，文学部人間科学科専門科目のうち現代芸術論Ⅰ・Ⅱ，美術史Ⅰ・Ⅱ，イメー

ジと神話，イメージ論，イメージ表現研究，作品表現研究Ⅱから選択履修すること。 

（ｄ）臨床心理学基礎研究Ⅰ・Ⅱは，文学部人間科学科専門科目のうち心理学史Ⅰ・Ⅱ，臨床心理学Ⅰ・Ⅱ，

力動的心理学，トラウマ学から選択履修すること。 

（ｅ）臨床心理査定基礎研究Ⅰ・Ⅱは，文学部人間科学科専門科目のうち心理アセスメントⅠ・Ⅱ・Ⅲから選

択履修すること。 
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 （３） 関連基礎科目の評価は，学部の評価基準に加えて，リサーチペーパー／総合所見（科目によって異なる）

の提出をもって行う。 

 

[臨床心理士資格について] 

 臨床心理士資格は，臨床心理学の専門知識と技術を用いて心理的困難への援助を行う専門職業人のためのものである。

現在，医療，教育，福祉，司法等の領域において心理専門職として働くために最も必要とされる資格である。スクール

カウンセラーの必須条件にしている都道府県が多い他，心理専門職の多くの採用条件に臨床心理士資格があげられてい

る。その数は年々増加し，現在約２万人の臨床心理士が，病院，クリニック，学校，大学，児童相談所，児童養護施設，

情緒障害児短期治療施設，家庭裁判所などで働いている。 

 資格取得のためのカリキュラムを備えた大学院は，第一種指定大学院，第二種指定大学院，専門職大学院に認定され，

第一種指定大学院と専門職大学院においては修了をもって，第二種指定大学院においては修了後一定の実習期間を経る

ことで，資格試験の受験資格が得られる。甲南大学の人間科学専攻（心理臨床専修）は，指定大学院制度が始まった初

期に第一種指定大学院に認定された。同種の大学院のなかでも特に伝統ある臨床心理士養成課程である。 

詳しくは次の文献またはホームページを参照すること。 

「臨床心理士になるために」（財）日本臨床心理士資格認定協会監修 誠信書房   http://www.jsccp.jp/ 

 

人文科学研究科 人間科学専攻 心理臨床専修（修士課程） 

臨床心理士受験資格のために必要な科目一覧 

指 定 授 業 科 目   （単位） 
甲 南 大 学 大 学 院 

開 設 授 業 科 目 名 （単位） 

 臨床心理学特論Ⅰ             （ ２ ） 
臨床心理学特論     （４） 

 臨床心理学特論Ⅱ             （ ２ ） 

 臨床心理面接特論Ⅰ            （ ２ ） 
臨床心理面接特論    （４） 

 臨床心理面接特論Ⅱ            （ ２ ） 

 臨床心理査定演習Ⅰ            （ ２ ） 
臨床心理査定演習    （４） 

 臨床心理査定演習Ⅱ            （ ２ ） 

臨床心理基礎実習    （２）  臨床心理基礎実習             （ ２ ） 

必 
 
 

修 
 
 

科 
 
 

目 

臨床心理実習      （２）  臨床心理実習               （ ２ ） 

心理統計法特論     （２） 心理学統計法               （ ２ ） Ａ
群 

心理学研究法特論    （２） 心理学研究法特論             （ ２ ） 

人格心理学特論     （２）  人格心理学特論                （ ２ ） Ｂ
群 

教育心理学特論     （２）  臨床教育学特論               （ ２ ） 

人間関係学特論     （２） 人間関係学特論                    （ ２ ） Ｃ
群 

社会心理学特論     （２） 社会心理学特論                    （ ２ ） 

精神医学特論      （２） 精神医学特論               （ ２ ） Ｄ
群 

障害者（児）心理学特論 （２）   障害者（児）心理学特論          （ ２ ） 

心理療法特論      （２）  心理療法特論               （ ２ ） 

選 

択 

必 

修 

科 

目 

Ｅ
群 

投映法特論       （２）   投映法特論                 （ ２ ） 

1) 必修科目から５科目16単位，選択必修科目群（A，B，C，D，E）からそれぞれ２単位以上，計10単位以上， 

合計26単位以上を修得していること。（修了後に単位を補うことはできないので，必ず在学中に修得すること。）

2) 修士論文のテーマと内容が臨床心理学に関するものであること。 



－ 43 －- 60 - 

[博物館学芸員資格について] 

 博物館学芸員は，博物館で資料の収集，保管，調査研究そして展示等に携わる専門職である。ここでの博物館とは，

美術館，環境系自然博物館，水族園，植物園，郷土館，記念館など広く含んでいる。これらの博物館は社会教育・生涯

学習のための施設であるため，学芸員は研究者と教育者という二つの性格を持っている。 

 学芸員資格は，学士の称号を有し，法令によって定められた単位を修得することによって得ることができる。人間科

学専攻に在籍するものには，本学文学部人間科学科に開設されている「博物館学芸員養成課程」を履修することが認め

られている。 

 なお，学部における既修科目の状況によっては資格獲得のために３年以上を要する場合がある。詳しくは「博物館学

芸員養成課程」担当教員によるオリエンテーションを受けること。 

  

【注意事項】 

１）文部科学省令で定められた学芸員資格に必要な科目のうち，未修得のものを，文学部の授業を履修して補うことに

なる。必要な科目は学部履修要項を参照のこと。 

２）学芸員資格取得に必要な省令科目のうち，既習の科目については，出身大学（単位を取得した大学）で成績証明を

得る必要があります。その際，当該科目が出身大学で学芸員課程の科目として開設されている必要がある。 

３）出身大学が学芸員課程を開設していない場合は，必要な全科目を本学で履修して取得することになる。 

４）館園実習（博物館実習Ⅲ）を履修するためには，実習を実施する学期までに実習以外の必要科目を取得しているこ

と，もしくは取得見込みであることが必要である。 

５）実習のためのガイダンス・予備登録などは，文学部で実施するものに参加して必要な手続きを取ること。ガイダン

スは実習の前年度にある。 

６）本学文学部人間科学科の卒業生が必要な単位を取得した場合は，「博物館学芸員資格単位取得証明書」が与えられ

る。学部卒業生と同じ証明書となる。 

それ以外の者については，「博物館学芸員資格に関する単位の取得証明書」が与えられる。学芸員資格の取得を証

明する場合は「博物館学芸員資格に関する単位の取得証明書」と，出身大学の発行する単位取得証明書を合わせて

使用する。 

７）履修科目については，ガイダンスに出席のうえ，担当教員に相談すること。 
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人 文 科 学 研 究 科 

 

博 士 後 期 課 程 

 

人文科学研究科【博士後期課程】では，４専攻の人文科学の専門領域において，それぞれの分野における専門的知識，

技能を教授することにより，最先端の専門知識，技能を身につけ博士論文を作成しうる自立した研究者を育成するとと

もに，より深い専門的知識，技能を身につけた，高度専門職業人として活躍しうる人材の育成を目標とする。 

 

（1）修了の条件 

 修業年限は標準５年（修士課程に２年以上在学し，当該課程を修了した者にあっては，当該課程における２年を含む）。

所定の単位以上を修得し，研究指導を受けた上，博士論文の審査及び最終試験に合格すること。ただし，優れた研究

業績を上げた者については，在学期間に関しては３年（修士課程に２年以上在学し，当該課程を修了した者にあって

は，当該課程における２年の在学期間を含む。）以上在学すれば足りるものとする。 

（2）最長在学年数 

  最長在学年数は６年。 

（3）オリエンテーション 

  オリエンテーションは専攻ごとに行うので，それぞれの専攻の指示を受けること。 

（4）博士論文提出日程については、『履修ガイドブック』を参照すること。 
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日 本 語 日 本 文 学 専 攻 
 
［2008年度（平成20年度）以降の入学生に適用］ 

授 業 科 目 単 位

日  本  文  学  特  殊  研  究  演  習  Ⅰ 4 

日  本  文  学  特  殊  研  究  演  習  Ⅱ 4 

日  本  文  学  特  殊  研  究  演  習  Ⅲ 4 

日  本  語  学  特  殊  研  究  演  習  Ⅰ 4 

日  本  語  学  特  殊  研  究  演  習  Ⅱ 4 

日  本  語  学  特  殊  研  究  演  習  Ⅲ 4 

日   本   文   学   特   殊   研   究   Ⅰ 4 

日   本   文   学   特   殊   研   究   Ⅱ 4 

日   本   語   学   特   殊   研   究   Ⅰ 4 

日   本   語   学   特   殊   研   究   Ⅱ 4 

 

[所要の単位] 

演習４単位以上を含め，計８単位以上を修得すること。 

 

[履修について] 

１．上記の授業科目を履修するとともに，その研究分野について研究指導を受けること。 

２．開講科目ごとに，それぞれの授業に出席して指導を受けること。 

 



－ 50 －- 78 - 

英 語 英 米 文 学 専 攻 

 

［2012年度（平成24年度）以降の入学生に適用］ 

授 業 科 目 単 位

英米文学特殊研究演習（散文・小説）Ⅰ 4 

英米文学特殊研究演習（散文・小説）Ⅱ 4 

英米文学特殊研究演習（散文・小説）Ⅲ 4 

英 米 文 学 特 殊 研 究 演 習 （ 戯 曲 ・ 詩 ） Ⅳ 4 

英 米 文 学 特 殊 研 究 演 習 （ 戯 曲 ・ 詩 ） Ⅴ 4 

英 米 文 学 特 殊 研 究 演 習 （ 戯 曲 ・ 詩 ） Ⅵ 4 

英  語  学  特  殊  研  究  演  習  Ⅰ 4 

英  語  学  特  殊  研  究  演  習  Ⅱ 4 

英  語  学  特  殊  研  究  演  習  Ⅲ 4 

英 米 文 化 特 殊 研 究 演 習 Ⅰ 4 

英 米 文 化 特 殊 研 究 演 習 Ⅱ 4 

英 米 文 化 特 殊 研 究 演 習 Ⅲ 4 

英  米  文  学  特  殊  研  究  Ⅰ 4 

英  米  文  学  特  殊  研  究  Ⅱ 4 

英  米  文  学  特  殊  研  究  Ⅲ 4 

英  語  学  特  殊  研  究  Ⅰ 4 

英  語  学  特  殊  研  究  Ⅱ 4 

英  語  学  特  殊  研  究  Ⅲ 4 

英 米 文 化 特 殊 研 究 Ⅰ 4 

英 米 文 化 特 殊 研 究 Ⅱ 4 

英 米 文 化 特 殊 研 究 Ⅲ 4 

 

[所要の単位] 

 以上のうち８単位以上を修得すること。 

 

[履修について] 

１．在籍期間中は，研究指導教員による研究指導を受けること。研究指導教員を決めるに際しては，必ず面接指導

を受けること。 

２．オリエンテーションは，修士課程の学生と合同で行うので，必ず出席して指示を受けること。 
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 応 用 社 会 学 専 攻 

 

［2008年度（平成20年度）以降の入学生に適用］ 

授 業 科 目 単 位

応 用 社 会 学 研 究 演 習 Ⅰ 4 

応 用 社 会 学 研 究 演 習 Ⅱ 4 

応 用 社 会 学 研 究 演 習 Ⅲ 4 

応 用 社 会 学 特 殊 研 究 Ⅰ 4 

応 用 社 会 学 特 殊 研 究 Ⅱ 4 

応 用 社 会 学 特 殊 研 究 Ⅲ 4 

人 文 地 理 学 特 殊 研 究 Ⅰ 4 

 

[所要の単位] 

以上のうち８単位以上を修得すること。 

 

[履修について] 

１．オリエンテーションは開講科目ごとに行うので，履修登録するまでに，各自，それぞれの授業に出席して指導

を受けること。 
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人 間 科 学 専 攻 

 

［2008年度（平成20年度）以降の入学生に適用］ 

授 業 科 目 単 位

臨  床  心  理  特  殊  研  究  Ⅰ 2 

臨  床  心  理  特  殊  研  究  Ⅱ 2 

臨  床  心  理  特  殊  研  究  Ⅲ 2 

臨  床  心  理  特  殊  研  究  Ⅳ 2 

臨  床  心  理  特  殊  研  究  Ⅴ 2 

臨  床  心  理  特  殊  研  究  Ⅵ 2 

環 境 ・ 芸 術 ・ 思 想 特 殊 研 究 Ⅰ 2 

環 境 ・ 芸 術 ・ 思 想 特 殊 研 究 Ⅱ 2 

環 境 ・ 芸 術 ・ 思 想 特 殊 研 究 Ⅲ 2 

環 境 ・ 芸 術 ・ 思 想 特 殊 研 究 Ⅳ 2 

環 境 ・ 芸 術 ・ 思 想 特 殊 研 究 Ⅴ 2 

人 間 科 学 研 究 演 習 Ⅰ 4 

人 間 科 学 研 究 演 習 Ⅱ 4 

人 間 科 学 研 究 演 習 Ⅲ 4 

 

[所要の単位] 

 以上のうち10単位以上を修得すること。 

 

[履修について] 

オリエンテーションは開講科目ごとに行うので，履修登録するまでに，各自，それぞれの授業に出席して指導を

受けること。 
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【論文審査基準】 

 

物理学専攻 

 

［修士論文審査基準］ 

  以下の審査項目に関して修士論文および口頭試験の結果に基づいて，主査１名と副査２名による総合評価を行う。

物理学専攻においてその審査結果を受けて論文の合否を判定する。 

  １．研究内容が新規性，独創性，有用性などを有し妥当であること。 

  ２．先行研究や他研究との関連性や相違を明確にしていること。 

  ３．理論計算や実験データをもとに論理的な議論を行っていること。 

  ４．論文としての体裁が整っていること。 

５．ねつ造、改ざん、盗用等の不正がないこと。 

 

 

 

 

 

化学専攻 

 

［修士論文審査基準］ 

  以下の審査項目について，提出された修士論文ならびに研究成果報告会の発表内容を審査する。審査は主査１名と

副査２名を中心とする審査委員会により総合評価を行い，自然科学研究科に報告する。 

  １．研究内容は，新規性，進歩性，独創性，有用性を有していること。 

  ２．充分な文献と研究動向の調査を行い，先行する研究に対する適切な評価を行うとともに，自身の研究の意義や

重要性と，他の研究との関連性や相違を明確に示していること。 

  ３．研究テーマに即した実験的データあるいは理論的データを示すとともに，当該分野における適当な研究方法を

用いていること。 

  ４．解析に用いた手法が適切であること。また，その結果から導かれる考察が，研究結果に即したものであること。 

  ５．論文の体裁（表紙，要旨，目次，章立て，実験結果，考察，結論，参考文献，資料など）が整っていること。 

  ６．倫理的配慮の基に研究や実験を行っていること。 
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物 理 学 専 攻  
［教育研究上の特徴・目的］ 

 物理学の基礎分野から応用分野までの広い基礎学力と高度な専門的学問を修得し，柔軟な応用力と個性豊かな創造性

を発揮して社会に貢献し，世界に通用する学識と能力をもつ人材を育成することを目指す。 

 

［2016年度（平成28年度）の入学生に適用］ 

Ⅰ．授業科目及び履修方法 

授 業 科 目 単 位 授 業 科 目 単 位

物 理 学 研 究 演 習 Ⅰ 2 量 子 力 学 特 論 Ａ 2 

物 理 学 研 究 演 習 Ⅱ 2 量 子 力 学 特 論 Ｂ 2 

（
必 

修
）物 理 学 特 別 研 究 12 固 体 物 理 学 2 

宇 宙 物 理 学 特 論 Ⅱ 2 半 導 体 材 料 物 理 学 2 

宇 宙 核 物 理 学 特 論 2 宇 宙 物 理 学 特 論 Ⅰ 2 

天 文 学 特 論 2 原 子 核 物 理 学 特 論 2 

物 理 学 特 殊 講 義 Ⅰ 2 天 文 学 2 

（
選
択
必
修
Ａ
） 

物 理 学 特 殊 講 義 Ⅱ 2 科 学 技 術 英 語 2 

光量子エレクトロニクス特論 2 

基 

礎 
科 

目 

科 学 リ テ ラ シ ー 2 

電 子 物 性 物 理 学 特 論 2 共
通 

科
目 

（
選 
択 

必 

修 

Ｃ
） 

知 的 財 産 法 2 

電 子 相 関 物 理 学 2 

物 理 学 特 殊 講 義 Ⅲ 2 

専 
 
 

門 
 
 

科 
 
 

目 （
選
択
必
修
Ｂ
） 

物 理 学 特 殊 講 義 Ⅳ 2 

 
［所要の単位］ 

必修科目16単位，選択必修Ａ科目2単位以上，選択必修Ｂ科目2単位以上、選択必修Ｃ科目4単位以上を含め、計30

単位以上を修得すること。なお，研究指導教員の指示を受けて他の専攻の授業科目4単位以内を選択必修科目の単位に

充てることができる。 

 

［修了の条件］ 

  定められた在学期間の間に所定の単位を修得し，研究指導を受け，論文の審査及び最終試験に合格すること。 

 

［履修について］ 

１．物理学研究演習ⅠおよびⅡは，それぞれ１年次および２年次で履修することを標準とする。 

２．物理学特別研究は，修士論文の基礎となるものであり，２年間の履修に対して12単位とすることを標準とする。

ただし，１年以上在学し，特に優れた業績をあげて修士課程を修了する者については，在学期間が２年に満たな

くても12単位を認めることがある。 

 また，履修不充分の場合は履修期間を延長して単位を与えることがある。選択必修科目は原則として隔年に開

講される。 
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化 学 専 攻 
 

 近年の科学技術の急速な発展およびその高度化により，高度な専門的知識と技術を身に付けた人材の育成が急務であ

る。また，自然に対する真理探求への情熱をもった，次世代の学問を開拓する人材も必要である。本専攻は，現代社会

の要請に応えて，化学分野における専門的知識と技術を身につけた高度専門職業人の育成並びに化学の発展に寄与する

研究者の養成を目指す。 

 本専攻では，「Ⅰ．授業科目及び履修方法」，「Ⅱ．研究指導」並びに「Ⅲ．修士学位論文の審査」に記す規則に従

い，教育を行う。 

 

 ［2012年度（平成24年度）以降の入学生に適用］ 

Ⅰ．授業科目及び履修方法 

授 業 科 目 単 位 授 業 科 目 単 位

化 学 研 究 演 習 １ 3 物 理 化 学 特 論 Ⅰ 2 

化 学 研 究 演 習 ２ 3 無 機 化 学 特 論 Ⅰ 2 

（
必 

修
）化 学 研 究 実 験 12 有 機 化 学 特 論 Ⅰ 2 

物 理 化 学 特 論 Ⅱ 2 分 析 化 学 特 論 Ⅰ 2 

無 機 化 学 特 論 Ⅱ 2 高 分 子 化 学 特 論 Ⅰ 2 

有 機 化 学 特 論 Ⅱ 2 

基
礎
科
目 

（
選 

択 

必 

修
） 

科 学 技 術 英 語 2 

分 析 化 学 特 論 Ⅱ 2 

高 分 子 化 学 特 論 Ⅱ 2 

共
通
科
目 

(

選 

択) 

知 的 財 産 法 2 

化 学 特 殊 講 義 １ 1 

化 学 特 殊 講 義 ２ 1 

化 学 特 殊 講 義 ３ 1 

専 
 
 

門 
 
 

科 
 
 

目 

（
選 

 

択 
 

必 
 

修
） 

化 学 特 殊 講 義 ４ 1 

 

 

［所要の単位］ 

専門科目の必修科目18単位，基礎科目の選択必修科目６単位以上，専門科目の選択必修科目６単位以上，計30単位

以上を履修すること。なお，研究指導教員の指示を受けて他の専攻の授業科目および共通科目（選択）４単位以内を

専門科目の選択必修科目の単位に充てることができる。 

 

［履修について］ 

１．化学研究実験は，修士学位論文の基礎となるものであり，２年間の履修に対して12単位とすることを標準とす

る。ただし，１年以上在学し，特に優れた業績をあげて修士課程を修了する者については，在学期間が２年に満

たなくても12単位を認めることがある。 

２．化学研究演習１は，履修生の研究指導題目（Ⅱ．研究指導の項を参照すること）に応じて，内容が決められる。

必ず１年次で履修すること。 

３．化学研究演習２は，修士学位論文の審査に先立って行われる研究経過発表会の内容を含むものであり，原則と

して，２年次に履修すること（Ⅲ．修士学位論文の審査の項を参照すること。）ただし，１年以上在学し，特に

優れた業績をあげて修士課程を修了する者については，在学期間が２年に満たなくても単位を認めることがある。 
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生 物 学 専 攻 

 

 現代社会の要請に応える人材の育成を使命とし，生物学，生命科学における基礎学力の充実と高度な専門性，バイオ

テクノロジーに関する知識，技術とその応用性の修得を目指す。 

 

［2015年度（平成27年度）以降の入学生に適用］ 

Ⅰ．授業科目及び履修方法 

授 業 科 目 単 位 授 業 科 目 単 位

生 物 学 研 究 演 習 Ⅰ 2 有 機 化 学 特 論 Ⅰ 2 

生 物 学 研 究 演 習 Ⅱ 2 有 機 化 学 特 論 Ⅱ 2 

（
必 

修
）生 物 学 研 究 実 験 16 高 分 子 化 学 特 論 Ⅰ 2 

生 化 学 特 論 2 生 物 学 特 殊 講 義 Ⅰ 2 

生 体 調 節 学 2 生 物 学 特 殊 講 義 Ⅱ 2 

植 物 生 理 学 2 生 物 学 特 殊 講 義 Ⅲ 2 

分 子 遺 伝 学 Ⅰ 2 生 物 学 特 殊 講 義 Ⅳ 2 

分 子 遺 伝 学 Ⅱ 2 

基 

礎 
科 
目 

（
選
択
必
修
） 

科 学 技 術 英 語 2 

多 様 性 生 物 学 2 

分 子 発 生 生 物 学 2 

共
通
科
目 

(

選
択) 

知 的 財 産 法 2 

植 物 生 化 学 特 論 2 

専 

門 

科 

目 

（
選
択
必
修
） 

進 化 生 物 学 2 

 

［所要の単位］ 

専門科目中の必修科目20単位，専門科目及び基礎科目中の選択必修科目14単位以上，計34単位以上を修得すること。 

 なお，研究指導教員の指示を受けて他の専攻の授業科目及び共通科目（選択）４単位以内を前記選択必修科目の単

位に充てることができる。 

 

［履修について］ 

１．生物学研究実験は，修士論文の基礎となるものであり，２年間の履修に対して16単位とすることを標準とする。

ただし，１年以上在学し，特に優れた業績をあげて修士課程を修了する者については，在学期間が２年に満たな

くても16単位を認めることがある。 

 また，履修不充分の場合は履修期間を延長して単位を与えることがある。 

２．生物学研究演習Ⅰ（2）および生物学研究演習Ⅱ（2）は，原則としてそれぞれ１年次および２年次で履修する

こと。 
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Ⅱ．研究指導（方法・内容・計画） 

 本専攻においては，８研究分野に分かれて，研究指導にあたっている。各分野では，それぞれ定められている主要

研究内容（『履修ガイドブック』を参照）に沿って，２年間の在学中に，研究目的を達するように指導が行われてい

る。院生は担当教員（研究指導教員および授業担当教員）による指導のもとに，自発的な遂行により研究を行ってお

り，他大学や他の研究所との共同研究などを通じて，質の高い研究成果を上げている。 

 それらの成果は，研究室内の発表会，学会発表，修士論文発表会で披露され，その内容には十分時間をかけた質疑

応答により，評価が行われている。また，研究成果に応じ，学術雑誌への論文投稿も積極的に，計画的に，行われて

いる。 

 

 

  自然科学研究科 生物学専攻 修士課程 研究指導フローチャート 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

修了 

入学 

２
年
次

 

 

生
物
学
研
究
演
習
Ⅱ 

 

１
年
次 

生
物
学
研
究
演
習
Ⅰ

研究テーマの設定，研究計画の作成 

研究の具体化と推進 

研究室内発表会 

成果公表の推進（研究室内発表会，学会発表，学術雑誌への論文投稿等）

研究の進捗状況の確認と推進 

主査・副査の決定と修士論文の事前チェック 

修士論文発表会，学位審査 

生
物
学
研
究
実
験 

学会発表 
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知 能 情 報 学 専 攻 
 

 建学の理念のもとに，高い倫理観をもち，知能情報学の基礎分野から応用分野までの広い基礎学力と高度な専門的学

問を修得し，独創性豊かで優れた研究・開発能力を持つ研究者，ならびに，知能情報学に関係する専門的な業務に従事

するに必要な能力を持つ高度専門職業人の育成をめざす。 

 

 ［2015年度（平成27年度）以降の入学生に適用］ 

Ⅰ．授業科目及び履修方法 

授 業 科 目 単 位 授 業 科 目 単 位

知 能 情 報 学 特 論 2 映 像 メ デ ィ ア シ ス テ ム 特 論 2 

知 能 情 報 学 研 究 演 習 Ⅰ 2 可視化とシミュレーション特論 2 

知 能 情 報 学 研 究 演 習 Ⅱ 2 意 思 決 定 特 論 2 

専 

門 

科 

目 

（
必 

 

修
） 知 能 情 報 学 特 別 研 究 12 非 線 形 シ ス テ ム 特 論 2 

情 報 通 信 シ ス テ ム 特 論 2 計 算 理 論 特 論 2 

知 的 シ ス テ ム 設 計 特 論 2 ロ ボ テ ィ ク ス 特 論 2 

知 能 情 報 シ ス テ ム 特 論 2 自 然 言 語 処 理 特 論 2 

組 合 せ 幾 何 学 特 論 2 

( 
選 

択 

必 

修 
) 

人 工 知 能 特 論 2 

計 算 機 シ ス テ ム 特 論 2 シ ス テ ム 最 適 化 特 論 2 

計 算 機 ア ー キ テ ク チ ャ 特 論 2 知 識 デ ー タ ベ ー ス 特 論 2 

数 理 認 識 特 論 2 画 像 工 学 特 論 2 

情 報 解 析 特 論 2 ソ フ ト ウ ェ ア 特 論

生 体 情 報 シ ス テ ム 特 論 2 

基 

礎 

科 

目 

シ ス テ ム モ デ リ ン グ 特 論

2 

2 

音 響 解 析 特 論 2 科 学 技 術 英 語 2 

基 

礎 

科 

目 

( 

選 
 

択 
 

必 
 

修 
) 

情 報 検 索 特 論 2 

共
通
科
目 

（ 

選 

択 

） 

知 的 財 産 法 2 

 

［所要の単位］ 

１．必修科目18単位，選択必修科目２単位以上を含め，計30単位以上を修得すること。 

２．修了要件を充足した者には，修士（工学）の学位を授与する。修士（理学），修士（情報学）を希望する者は，

以下の条件を満たすこと。 

(i) 修士（理学）については，以下の科目から２科目以上修得していなければならない。 

組合せ幾何学特論，情報解析特論,数理認識特論 

(ii) 修士（情報学）については，以下の科目から２科目以上修得していなければならない。 

情報通信システム特論，計算機システム特論，計算機アーキテクチャ特論，計算理論特論，ソフトウェ

ア特論 

［修了の条件］ 

定められた在学期間の間に所定の単位を修得し，研究指導を受け，論文の審査及び最終試験に合格すること。 
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【論文審査基準】 

 

物理学専攻 

 

［博士論文審査基準］ 

  以下の審査項目に関して博士論文および口頭試験の結果に基づいて，主査１名と副査２名による総合評価を行う。

物理学専攻においてその審査結果を受けて論文の合否を判定する。 

  １．研究内容が新規性，独創性，有用性等を有し妥当であること。 

  ２．先行研究や他研究との関連性や相違を明確にしていること。 

  ３．独自の理論計算や実験データを有し，それをもとに客観的かつ論理的な議論を行っていること。 

  ４．得られた結果は当該研究分野に新たな知見を与えるものであること。 

  ５．論文としての体裁が整っていること。 

  ６．論文の主要な内容を含む副論文が，審査制度のある権威ある専門誌に掲載または掲載決定されていること。ま

た，副論文以外に審査の参考になる参考論文を有すること。ただし，副論文は申請者が第一著者，または実質

的な第一著者でなければならない。 

７．ねつ造、改ざん、盗用等の不正がないこと。 

 

 

生命・機能科学専攻 

 

［博士論文審査基準］ 

  以下の審査項目について，提出された博士論文に基づき，予備審査委員会で予備審査を行う。予備審査委員会は，

当該分野の指導教員全員および他の関連分野から各１名の指導教員によって構成される。さらに博士論文ならびに公

開講演会の結果に基づき，審査委員会による総合評価を行い，その結果を自然科学研究科に報告する。審査委員会は，

主査１名と副査２名を中心とし，専攻の全指導教員で構成される。特に，博士論文提出者が，今後独立した研究者と

して倫理的配慮の基に研究を組織し，推進する能力に留意して審査する。 

  １．研究内容は，新規性，進歩性，独創性，有用性において特に優れていること。 

  ２．充分な文献と研究動向の調査を行い，先行する研究に対する適切な評価を行うとともに，自身の研究の意義や

重要性と，他の研究との関連性や相違を明確に示していること。 

  ３．研究テーマに即した実験的データあるいは理論的データを示すとともに，当該分野における適当な研究方法を

用いていること。 

  ４．解析に用いた手法が適切であること。また，その結果から導かれる考察が，研究結果に即したものであり，新

規な知見を見出していること。 

  ５．論文の体裁（表紙，要旨，目次，章立て，実験結果，考察，結論，参考文献，資料など）が整っており，その

内容が充分な論理性，一貫性があること。 

  ６．倫理的配慮の基に研究や実験を行っていること。 

  ７．研究内容について明瞭なプレゼンテーションがなされ，質問に正確かつ端的に答えられていること。 
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物 理 学 専 攻 
 

 物理学の各専門分野で自立して独創的研究ができる高度な専門的学問と豊かな学識を修得し，先端科学技術に関連す

る専門的な業務に従事できる卓越した能力をもち，国際的に活躍できる人材を育成することを目指す。 

 

 ［2010年度（平成22年度）以降の入学生に適用］ 

Ⅰ．授業科目及び履修方法 

授 業 科 目 単 位

物 理 学 特 別 講 義 2 

物 理 学 研 究 演 習 Ⅲ 2 

物 理 学 研 究 演 習 Ⅳ 2 

（
必 

 
 

修
） 

物 理 学 研 究 演 習 Ⅴ 2 

理 論 宇 宙 物 理 ゼ ミ ナ ー ル 2 

宇 宙 粒 子 物 理 ゼ ミ ナ ー ル 2 

原 子 核 物 理 ゼ ミ ナ ー ル 2 

光・量子エレクトロニクスゼミナール 2 

光 物 性 ゼ ミ ナ ー ル 2 

半 導 体 ゼ ミ ナ ー ル 2 

電 子 物 性 物 理 ゼ ミ ナ ー ル 2 

（
選 

択 

必 

修
） 

宇 宙 核 物 理 ゼ ミ ナ ー ル 2 

 

 

［所要の単位］ 

必修科目８単位，選択必修科目２単位以上，計10単位以上を修得すること。 

 

［修了の条件］ 

  定められた在学期間の間に所定の単位を修得し，研究指導を受け，論文の審査及び最終試験に合格すること。 

 

［履修について］ 

１．物理学研究演習Ⅲ，Ⅳ及びⅤは，それぞれ１年次，２年次及び３年次で履修することを標準とする。 

２．物理学研究演習Ⅲ，Ⅳ及びⅤは，それぞれの専門分野で開講されるものを履修すること。また，以上のほか，

修士課程の選択必修科目で未修得の科目を聴講することができる。 
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自
然
科
学
研
究
科 

博
士
後
期
課
程 

生 命 ・ 機 能 科 学 専 攻 
 

 本専攻では，専門諸分野の理論や技術の細分化，複合，境界領域の開拓および総合化などの学問の変革に対応し，化

学と生物学の有機的複合領域の分野を開拓・深化し，高い学識および技術を有する人材の育成を目指す。 

 生命・機能科学専攻（博士後期課程）は，化学専攻（修士課程）２年及び生物学専攻（修士課程）２年を基礎課程と

し，標準修学年数を３年とする課程である。 

 生命・機能科学専攻（博士後期課程）に進学を希望する者は，修士課程に入学の際，その旨を申し出て研究指導教員

と充分相談しておくことが必要である。博士後期課程進学については，学力，見識，問題意識及び研究意欲等について

試験の上，その可否が決定される。 

 本専攻では，以下の「Ⅰ．授業科目及び履修方法」，「Ⅱ．研究指導」，ならびに「Ⅲ．博士学位論文の審査」に記

す規則に従い，教育を行う。 

 

［2009年度（平成21年度）以降の入学生から適用］ 

Ⅰ．授業科目及び履修方法 

授 業 科 目 単 位

生 命 ・ 機 能 科 学 研 究 演 習 Ⅰ 2 

生 命 ・ 機 能 科 学 研 究 演 習 Ⅱ 2 

（
必 

修
） 

生 命 ・ 機 能 科 学 研 究 演 習 Ⅲ 2 

生 命 ・ 機 能 科 学 特 殊 講 義 Ⅰ 2 

生 命 ・ 機 能 科 学 特 殊 講 義 Ⅱ 2 

（
選 

択 

必 

修 

甲
）

生 命 ・ 機 能 科 学 特 殊 講 義 Ⅲ 2 

環 境 ・ 資 源 科 学 ゼ ミ ナ ー ル 2 

エ ネ ル ギ ー 科 学 ゼ ミ ナ ー ル 2 

分 子 生 命 科 学 ゼ ミ ナ ー ル 2 
(

選
択
必
修
乙) 

細 胞 生 命 科 学 ゼ ミ ナ ー ル 2 

以上のほか，修士課程の選択必修科目で未修得の科目を聴講することができる。 

 

［所要の単位］ 

必修科目６単位，選択必修甲から２単位以上，選択必修乙から２単位以上，計10単位以上を修得すること。 

 

［履修について］ 

１．生命・機能科学研究演習Ⅰおよび同Ⅱは，履修生の研究指導題目（Ⅱ．研究指導の項を参照すること）に応じ

て内容が決められる。また，原則として研究経過発表会の内容を含むものであり，それぞれ１年次および2年次で

履修すること。 

２．生命・機能科学研究演習Ⅲは，原則として，３年次に履修すること。 

  ただし，２年以上在学し，特に優れた業績をあげて博士課程を修了する者については，在学期間が３年に満た

なくても単位を認めることがある。 
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然
科
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博
士
後
期
課
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知 能 情 報 学 専 攻 
 

 建学の理念のもとに，高い倫理観をもち，知能情報学分野の理論や技術の細分化，複合，境界領域の開拓及び複合化

などの変革に対応し，新しい研究分野を開拓・深化し問題発掘・解決能力を身につけ，自立して優れた独創的研究・開

発ができる能力を持つ研究者，ならびに，知能情報学に関係する高度に専門的な業務に従事するに必要な卓越した能力

を持つ高度専門職業人の育成をめざす。 

 

［2013年度（平成25年度）以降の入学生に適用］ 

Ⅰ．授業科目及び履修方法 

授 業 科 目 単 位

情 報 幾 何 特 別 講 義 2 

情 報 調 和 解 析 特 別 講 義 2 

多 目 的 シ ス テ ム 特 別 講 義 2 

情 報 通 信 ネ ッ ト ワ ー ク 特 別 講 義 2 

知 的 シ ス テ ム 設 計 特 別 講 義 2 

知 能 情 報 シ ス テ ム 科 学 特 別 講 義 2 

知 的 画 像 処 理 特 別 講 義 2 

計 算 機 ア ー キ テ ク チ ヤ 特 別 講 義 2 

音 声 工 学 特 別 講 義 2 

立 体 映 像 シ ス テ ム 特 別 講 義 2 

情 報 検 索 特 別 講 義 2 

数 理 認 識 特 別 講 義 2 

情 報 可 視 化 特 別 講 義 2 

意 思 決 定 特 別 講 義 2 

（
選 

択 

必 

修 

甲 

） 

非 線 形 シ ス テ ム 特 別 講 義 2 

情 報 構 造 ゼ ミ ナ ー ル 2 
（
選
択
必
修
乙
）

シ ス テ ム 応 用 ゼ ミ ナ ー ル 2 

知 能 情 報 学 研 究 演 習 Ⅲ 2 

知 能 情 報 学 研 究 演 習 Ⅳ 2 

知 能 情 報 学 研 究 演 習 Ⅴ 2 

知 能 情 報 学 研 究 演 習 Ⅵ 2 

（
選
択
必
修
丙
） 

知 能 情 報 学 研 究 演 習 Ⅶ 2 

 

［所要の単位］ 

選択必修甲から２単位以上，選択必修乙から２単位以上，選択必修丙から６単位，計10単位以上を修得すること。 
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課

程 

社 会 科 学 研 究 科 

 
修 士 課 程 

 

経 済 学 専 攻 
 
教育の目的 

 経済学専攻の教育目的は，変化の激しい経済社会で充実した活動ができるように，学部で専攻した学問領域をさらに深

く研究し，広く経済的視野に立ちながら，同時に高度な専門性を必要とする職業に就く人材を養成することにある。この

教育の目的を達成するために，定員 10 名，収容定員 20 名の修士課程が設置されている。 

 修士課程は，「研究コース」，「税理コース」，「社会人コース」の三つのコースに分かれている。「研究コース」は，

学部で修得した経済に関する専門的知識をさらに深く研究し，研究者や公務員・教員をめざす人を対象にしている。「税

理コース」は，税理士や税務関係の職業を志望する人を対象にしている。「社会人コース」は，社会人や退職後の人々を

対象に，知的キャリアアップをめざす場を提供するものである。 

 

修士論文審査基準 

研究コース・税理コース 

 以下の審査項目に関し、修士論文ならびに口頭試問の結果に基づき、主査１名・副査２名による総合評価を行い、社会

科学研究科経済学専攻分科会において合否を判定する。 

[研究コース] 

１．研究テーマに斬新性、独創性がみられること。 

２．先行研究につき文献、資料等を十分渉猟し、適切に評価・判断していること。 

３．論文の体裁（表紙、要旨、目次、章立て、結論、参考文献、資料など）が整っていること。 

[税理コース] 

１．租税法学の学説の分析及び理解が現在のレベルまで到達していること。 

２．租税法学の理論に基づいた判例の分析及び理解ができていること。 

３．税理士審査会の審査基準は、租税法に関する論文であることが要求される。したがって、現行法の解釈論を中

心とした内容になっていること。 

 

[社会人コース] 

 以下の項目に関し、修士論文にかわり提出された２つの課題研究（特定の課題についての研究成果を研究報告書として

まとめたもの）について研究指導教員が成績評価を行う。 

１．研究テーマに斬新性、独創性がみられること。 

２．文献、資料、調査等を適切に取り扱っていること。 

３．研究報告書の表現・表記が整っていること。 
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Ⅰ．研究コース 

［2014年度（平成26年度）以降の入学生に適用］ 

授 業 科 目 単 位 授 業 科 目 単 位

マ ク ロ 経 済 学 基 礎 研 究 4 労 働 経 済 学 特 殊 研 究 4 

ミ ク ロ 経 済 学 基 礎 研 究 4 医 療 経 済 論 特 殊 研 究 4 

経 済 学 史 基 礎 研 究 4 財 政 学 特 殊 研 究 4 

社 会 思 想 史 基 礎 研 究 4 租 税 論 特 殊 研 究 4 

日 本 経 済 史 基 礎 研 究 4 日 本 経 済 論 特 殊 研 究 4 

西 洋 経 済 史 基 礎 研 究 4 経 済 体 制 論 特 殊 研 究 4 

統 計 学 基 礎 研 究 4 環 境 経 済 学 特 殊 研 究 4 

計 量 経 済 学 基 礎 研 究 4 

Ｃ
系 

公
共
経
済 

都 市 政 策 論 特 殊 研 究 4 

所 得 税 法 基 礎 研 究 2 国 際 経 済 学 特 殊 研 究 Ⅰ 4 

（
基
本
科
目
） 

法 人 税 法 基 礎 研 究 2 国 際 経 済 学 特 殊 研 究 Ⅱ 4 

演 習 Ⅰ 4 国 際 金 融 論 特 殊 研 究 4 
（
発
展
科
目
） 

演 習 Ⅱ 4 経 済 政 策 特 殊 研 究 4 

経 済 学 原 論 特 殊 研 究 Ⅰ 4 

Ｄ
系 

国
際
経
済 

日 本 経 済 論 特 殊 研 究 4 

経 済 学 原 論 特 殊 研 究 Ⅱ 4 交 通 経 済 論 特 殊 研 究 4 

経 済 学 原 論 特 殊 研 究 Ⅲ 4 産 業 経 済 学 特 殊 研 究 4 

経 済 学 史 特 殊 研 究 4 医 療 経 済 論 特 殊 研 究 4 

日 本 経 済 史 特 殊 研 究 4 経 済 体 制 論 特 殊 研 究 4 

西 洋 経 済 史 特 殊 研 究 4 租 税 法 特 殊 研 究 Ⅰ 4 

統 計 学 特 殊 研 究 4 租 税 法 特 殊 研 究 Ⅱ 4 

計 量 経 済 学 特 殊 研 究 4 租 税 論 特 殊 研 究 4 

社 会 思 想 史 特 殊 研 究 4 環 境 経 済 学 特 殊 研 究 4 

Ａ
系 

理
論
・
統
計
・
歴
史 

経 済 史 特 殊 研 究 4 都 市 政 策 論 特 殊 研 究 4 

財 政 学 特 殊 研 究 4 

（
発
展
科
目
） 

Ｅ
系 

産
業
・
企
業 

企 業 組 織 論 特 殊 研 究 4 

金 融 政 策 論 特 殊 研 究 4 

国 際 金 融 論 特 殊 研 究 4 

経 済 政 策 特 殊 研 究 4 

日 本 経 済 論 特 殊 研 究 4 

（
発
展
科
目
） 

Ｂ
系 
財
政
・
金
融 

フ ァ イ ナ ン ス 特 殊 研 究 4 

 

 

［修了の条件］ 

 標準修業年限は２年とし，所定の単位を修得し，研究指導教員の論文指導を受けた上で，修士論文の審査および最

終試験に合格すること。ただし，最長在学年数は４年とする。 

［所要の単位］ 

１．発展科目の演習Ⅰ，演習Ⅱ各４単位，発展科目として選択した一つの系から12単位以上，研究指導教員が指示し

た基本科目４単位以上，計32単位以上を修得すること。 

２．「演習」は，１年次にⅠを，２年次にⅡを履修することを標準とする。ただし，研究指導教員が必要と認めた時

は，その許可を得てⅠ，Ⅱを並行して履修することができる。 

３．研究指導教員の指示を受けて，経営学専攻及び人文科学研究科応用社会学専攻の授業科目８単位以内を発展科目

の単位に充てることができる。ただし，人文科学研究科応用社会学専攻でその専攻の履修者がない場合には，履修

は認められない。 



－ 77 －- 122 - 

Ⅱ．税理コース 

［2014年度（平成26年度）以降の入学生に適用］ 

授 業 科 目 単 位 授 業 科 目 単 位

マ ク ロ 経 済 学 基 礎 研 究 4 労 働 経 済 学 特 殊 研 究 4 

ミ ク ロ 経 済 学 基 礎 研 究 4 医 療 経 済 論 特 殊 研 究 4 

経 済 学 史 基 礎 研 究 4 財 政 学 特 殊 研 究 4 

社 会 思 想 史 基 礎 研 究 4 租 税 論 特 殊 研 究 4 

日 本 経 済 史 基 礎 研 究 4 日 本 経 済 論 特 殊 研 究 4 

西 洋 経 済 史 基 礎 研 究 4 経 済 体 制 論 特 殊 研 究 4 

統 計 学 基 礎 研 究 4 環 境 経 済 学 特 殊 研 究 4 

計 量 経 済 学 基 礎 研 究 4 

Ｃ
系 

公
共
経
済 

都 市 政 策 論 特 殊 研 究 4 

所 得 税 法 基 礎 研 究 2 国 際 経 済 学 特 殊 研 究 Ⅰ 4 

（
基
本
科
目
） 

法 人 税 法 基 礎 研 究 2 国 際 経 済 学 特 殊 研 究 Ⅱ 4 

 演 習 Ⅰ 4 国 際 金 融 論 特 殊 研 究 4 

演 習 Ⅱ 4 経 済 政 策 特 殊 研 究 4 

（
発
展
科
目
） 特 別 演 習 （ 論 文 指 導 ） 8 

Ｄ
系 

国
際
経
済 日 本 経 済 論 特 殊 研 究 4 

経 済 学 原 論 特 殊 研 究 Ⅰ 4 交 通 経 済 論 特 殊 研 究 4 

経 済 学 原 論 特 殊 研 究 Ⅱ 4 産 業 経 済 学 特 殊 研 究 4 

経 済 学 原 論 特 殊 研 究 Ⅲ 4 医 療 経 済 論 特 殊 研 究 4 

経 済 学 史 特 殊 研 究 4 経 済 体 制 論 特 殊 研 究 4 

日 本 経 済 史 特 殊 研 究 4 租 税 法 特 殊 研 究 Ⅰ 4 

西 洋 経 済 史 特 殊 研 究 4 租 税 法 特 殊 研 究 Ⅱ 4 

統 計 学 特 殊 研 究 4 租 税 論 特 殊 研 究 4 

計 量 経 済 学 特 殊 研 究 4 環 境 経 済 学 特 殊 研 究 4 

社 会 思 想 史 特 殊 研 究 4 都 市 政 策 論 特 殊 研 究 4 

Ａ
系 

理
論
・
統
計
・
歴
史 

経 済 史 特 殊 研 究 4 

（
発
展
科
目
） 

Ｅ
系 

産
業
・
企
業 

企 業 組 織 論 特 殊 研 究 4 

財 政 学 特 殊 研 究 4 

金 融 政 策 論 特 殊 研 究 4 

国 際 金 融 論 特 殊 研 究 4 

経 済 政 策 特 殊 研 究 4 

日 本 経 済 論 特 殊 研 究 4 

（
発
展
科
目
） 

Ｂ
系 
財
政
・
金
融 

フ ァ イ ナ ン ス 特 殊 研 究 4 

 

 

［修了の条件］ 

 標準修業年限は２年とし，所定の単位を修得し，研究指導教員の論文指導を受けた上で，修士論文の審査および最

終試験に合格すること。ただし，最長在学年数は４年とする。 

［所要の単位］ 

１．発展科目の演習Ⅰ，演習Ⅱ各4単位及び特別演習（論文指導）８単位，発展科目のＢ系，Ｃ系，及びＥ系からあ

わせて12単位以上，研究指導教員が指示した基本科目4単位以上，計32単位以上を修得すること。 

２．「演習Ⅱ」は，「演習Ⅰ」の修得を前提とする。また，「特別演習（論文指導）」は，２年間にわたって履修す

るものとする。 

３．研究指導教員の指示を受けて，経営学専攻及び人文科学研究科応用社会学専攻の授業科目８単位以内を発展科目

の単位に充てることができる。ただし，人文科学研究科応用社会学専攻でその専攻の履修者がない場合には，履修

は認められない。 
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Ⅲ．社会人コース 

［2014年度（平成26年度）以降の入学生に適用］ 

授 業 科 目 単 位 授 業 科 目 単 位

マ ク ロ 経 済 学 基 礎 研 究 4 日 本 経 済 論 特 殊 研 究 4 

ミ ク ロ 経 済 学 基 礎 研 究 4 

Ｂ
系 

財

政
・
金
融 フ ァ イ ナ ン ス 特 殊 研 究 4 

経 済 学 史 基 礎 研 究 4 労 働 経 済 学 特 殊 研 究 4 

社 会 思 想 史 基 礎 研 究 4 医 療 経 済 論 特 殊 研 究 4 

日 本 経 済 史 基 礎 研 究 4 財 政 学 特 殊 研 究 4 

西 洋 経 済 史 基 礎 研 究 4 租 税 論 特 殊 研 究 4 

統 計 学 基 礎 研 究 4 日 本 経 済 論 特 殊 研 究 4 

計 量 経 済 学 基 礎 研 究 4 経 済 体 制 論 特 殊 研 究 4 

所 得 税 法 基 礎 研 究 2 環 境 経 済 学 特 殊 研 究 4 

（
基
本
科
目
） 

法 人 税 法 基 礎 研 究 2 

Ｃ
系 

公
共
経
済 

都 市 政 策 論 特 殊 研 究 4 

課 題 研 究 Ⅰ 2 国 際 経 済 学 特 殊 研 究 Ⅰ 4 

(

発
展
科
目) 課 題 研 究 Ⅱ 2 国 際 経 済 学 特 殊 研 究 Ⅱ 4 

経 済 学 原 論 特 殊 研 究 Ⅰ 4 国 際 金 融 論 特 殊 研 究 4 

経 済 学 原 論 特 殊 研 究 Ⅱ 4 経 済 政 策 特 殊 研 究 4 

経 済 学 原 論 特 殊 研 究 Ⅲ 4 

Ｄ
系 
 

国
際
経
済 

日 本 経 済 論 特 殊 研 究 4 

経 済 学 史 特 殊 研 究 4 交 通 経 済 論 特 殊 研 究 4 

日 本 経 済 史 特 殊 研 究 4 産 業 経 済 学 特 殊 研 究 4 

西 洋 経 済 史 特 殊 研 究 4 医 療 経 済 論 特 殊 研 究 4 

統 計 学 特 殊 研 究 4 経 済 体 制 論 特 殊 研 究 4 

計 量 経 済 学 特 殊 研 究 4 租 税 法 特 殊 研 究 Ⅰ 4 

社 会 思 想 史 特 殊 研 究 4 租 税 法 特 殊 研 究 Ⅱ 4 

Ａ
系 

理
論
・
統
計
・
歴
史 

経 済 史 特 殊 研 究 4 租 税 論 特 殊 研 究 4 

財 政 学 特 殊 研 究 4 環 境 経 済 学 特 殊 研 究 4 

金 融 政 策 論 特 殊 研 究 4 都 市 政 策 論 特 殊 研 究 4 

国 際 金 融 論 特 殊 研 究 4 

（
発
展
科
目) 

Ｅ
系 

産
業
・
企
業 

企 業 組 織 論 特 殊 研 究 4 

（
発
展
科
目
） 

Ｂ
系 

 

財
政
・
金
融

経 済 政 策 特 殊 研 究 4  

 

［修了の条件］ 

 標準修業年限は２年とし，所定の単位を修得し，研究指導教員の論文指導を受けた上で，特定の課題についての研

究報告の審査に合格すること。ただし，最長在学年数は４年とする。 

［所要の単位］ 

１．発展科目の課題研究Ⅰ，課題研究Ⅱ各２単位，発展科目として選択した二つの系からそれぞれ12単位以上，研究

指導教員が指示した基本科目４単位以上，計32単位以上を修得すること。 

２．研究指導教員の指示を受けて，経営学専攻及び人文科学研究科応用社会学専攻の授業科目８単位以内を発展科目

の単位に充てることができる。ただし，人文科学研究科応用社会学専攻でその専攻の履修者がない場合には，履修

は認められない。 

［授業科目］ 

１．基本科目及び発展科目は，原則として平日の夜間（６時限と７時限）と土曜日に開講する。ただし，授業担当教

員との相談により，開講時限を変更する場合がある。 

２．所得税法基礎研究，法人税法基礎研究，租税論特殊研究，租税法特殊研究Ⅰ，及び租税法特殊研究Ⅱは，昼間に

開講する。 
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３．その他の基本科目，発展科目については，原則隔年で開講する。当該年度の開講科目については，『履修ガイド

ブック』を参照すること。 

４．課題研究Ⅰ，課題研究Ⅱは，開講する場合の期間は半期とする。 

 

【全コース共通事項】 

Ⅰ．大学院基本科目と学部科目との対比 

大学院基本科目の履修に際しては，研究指導教員と相談のうえ，表中に指定された経済学部の専門科目を履修すること。 

大  学  院 学     部 

授 業 科 目 単 位 授 業 科 目 単 位 

上 級 マ ク ロ 経 済 学 Ⅰ 2 
マ ク ロ 経 済 学 基 礎 研 究 4 

上 級 マ ク ロ 経 済 学 Ⅱ 2 

上 級 ミ ク ロ 経 済 学 Ⅰ 2 
ミ ク ロ 経 済 学 基 礎 研 究 4 

上 級 ミ ク ロ 経 済 学 Ⅱ 2 

現 代 経 済 学 の 諸 潮 流 2 
経 済 学 史 基 礎 研 究 4 

日 本 の 経 済 思 想 家 2 

社 会 経 済 思 想 Ⅰ 2 
社 会 思 想 史 基 礎 研 究 4 

社 会 経 済 思 想 Ⅱ 2 

日 本 経 済 史 Ⅰ 2 
日 本 経 済 史 基 礎 研 究 4 

日 本 経 済 史 Ⅱ 2 

西 洋 経 済 史 Ⅰ 2 
西 洋 経 済 史 基 礎 研 究 4 

西 洋 経 済 史 Ⅱ 2 

Ｐ Ｃ 統 計 学 2 
統 計 学 基 礎 研 究 4 

家 計 の 経 済 2 

計 量 経 済 Ⅰ 2 
計 量 経 済 学 基 礎 研 究 4 

計 量 経 済 Ⅱ 2 

所 得 税 法 基 礎 研 究 2   

法 人 税 法 基 礎 研 究 2   

 

Ⅱ．その他 

１．演習Ⅰ，演習Ⅱ，特別演習（論文指導），課題研究Ⅰ及び課題研究Ⅱについては，科目等履修生及び聴講生の履

修は認めない。 

２．その他の科目についても科目等履修生及び聴講生の履修を認めないことがある。 
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 [2014年度（平成26年度）以降の入学生に適用] 

授 業 科 目 単 位 授 業 科 目 単 位

演 習 Ａ Ⅰ 4 経 営 学 特 殊 講 義 2 

演 習 Ａ Ⅱ 4 経 営 史 特 殊 講 義 2 

演 習 Ｂ Ⅰ 4 経 営 学 史 特 殊 講 義 2 

必 
 

修 

演 習 Ｂ Ⅱ 4 経 営 管 理 論 特 殊 講 義 2 

経 営 学 特 論 2 経 営 戦 略 論 特 殊 講 義 2 

経 営 史 特 論 2 経 営 財 務 論 特 殊 講 義 2 

経 営 学 史 特 論 2 経 営 労 務 論 特 殊 講 義 2 

経 営 管 理 論 特 論 2 経 営 組 織 論 特 殊 講 義 2 

経 営 戦 略 論 特 論 2 工 業 経 営 論 特 殊 講 義 2 

経 営 財 務 論 特 論 2 国 際 経 営 論 特 殊 講 義 2 

経 営 労 務 論 特 論 2 ア ジ ア 経 営 論 特 殊 講 義 2 

経 営 組 織 論 特 論 2 ベンチャービジネス特殊講義 2 

工 業 経 営 論 特 論 2 

経
営
学
系

経 営 科 学 特 殊 講 義 2 

国 際 経 営 論 特 論 2 企 業 会 計 論 特 殊 講 義 2 

ア ジ ア 経 営 論 特 論 2 財 務 諸 表 論 特 殊 講 義 2 

ベ ン チ ャ ー ビ ジ ネ ス 特 論 2 原 価 計 算 特 殊 講 義 2 

経 

営 

学 

系 

経 営 科 学 特 論 2 管 理 会 計 特 殊 講 義 2 

企 業 会 計 論 特 論 2 監 査 論 特 殊 講 義 2 

財 務 諸 表 論 特 論 2 情報会計システム論特殊講義 2 

原 価 計 算 特 論 2 税 務 会 計 特 殊 講 義 2 

管 理 会 計 特 論 2 

会

計

学

系

国 際 会 計 論 特 殊 講 義 2 

監 査 論 特 論 2 マーケティング･サイエンス特殊講義 2 

情 報 会 計 シ ス テ ム 論 特 論 2 マーケティング管理論特殊講義 2 

税 務 会 計 特 論 2 国際マーケティング論特殊講義 2 

会 

計 

学 

系 

国 際 会 計 論 特 論 2 金 融 論 特 殊 講 義 2 

マーケティング･サイエンス特論 2 証 券 論 特 殊 講 義 2 

マ ー ケ テ ィ ン グ 管 理 論 特 論 2 

商

学

系

リスクマネジメント特殊講義 2 

国 際 マ ー ケ テ ィ ン グ 論 特 論 2 

金 融 論 特 論 2 

共

通
外 国 文 献 研 究 Ⅱ 2 

証 券 論 特 論 2 マ ネ ジ メ ン ト 実 務 講 義 Ⅰ 2 

商  

学  

系 

リ ス ク マ ネ ジ メ ン ト 特 論 2 マ ネ ジ メ ン ト 実 務 講 義 Ⅱ 2 

マ ネ ジ メ ン ト 実 務 講 義 Ⅲ 2 

選 
 
 
 
 

択 

基 
 

本 
 

科 
 

目 

共
通 

外 国 文 献 研 究 Ⅰ 2 
フ ァ イ ナ ン ス 実 務 講 義 Ⅰ 2 

経

営

学

系

フ ァ イ ナ ン ス 実 務 講 義 Ⅱ 2 

アカウンティング実務講義Ⅰ 2 

アカウンティング実務講義Ⅱ 2 
会
計
学
系 

アカウンティング実務講義Ⅲ 2 

マ ー ケ テ ィ ン グ 実 務 講 義 Ⅰ 2 

 

選 
 
 
 
 

択 

応

用

科

目

商
学
系 マ ー ケ テ ィ ン グ 実 務 講 義 Ⅱ 2 
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経営学コース 

[修了の条件] 

 本課程に標準２年以上在学し，所要単位を修得し，かつ研究指導を受けた上，修士論文審査及び最終試験に合格す

ること。なお，優れた業績を上げた者は，在学期間を１年以上２年未満とすることができる。 

[所要の単位] 

１．「演習ＡⅠ」「演習ＡⅡ」８単位，基本科目から10単位以上，発展科目から10単位以上，計30単位以上を修得す

ること。なお，研究指導教員の許可を得て，１年次に「演習ＡⅠ」のほか「演習ＡⅡ」を履修することができる。 

２．研究指導教員の指示を受けて，応用科目，経済学専攻及び人文科学研究科応用社会学専攻科目８単位以内を，基

本科目又は発展科目の単位に充てることができる。希望する場合は，必ず研究指導教員に申し出ること。ただし，

人文科学研究科応用社会学専攻でその専攻の履修者がない場合には，履修は認められない。 

[授業科目] 

 応用科目は特定テーマのもとで開講され，同科目の単位はテーマごとに修得することができる。各年度の開講テー

マは，『履修ガイドブック』を参照すること。 

 

ビジネスコース 

[修了の条件] 

 本課程に標準２年以上在学し，所要単位を修得し，かつ研究指導を受けた上，論文審査及び最終試験に合格するこ

と。なお，優れた業績を上げた者は，在学期間を１年以上２年未満とすることができる。 

[所要の単位] 

１．「演習ＢⅠ」「演習ＢⅡ」８単位，基本科目及び応用科目から22単位以上，計30単位以上を修得すること。なお，

研究指導教員の許可を得て，１年次に「演習ＢⅠ」のほか「演習ＢⅡ」を履修することができる。 

２．研究指導教員の指示を受けて，発展科目，経済学専攻及び人文科学研究科応用社会学専攻科目10単位以内を，基

本科目又は応用科目の単位に充てることができる。希望する場合は，必ず研究指導教員に申し出ること。ただし，

人文科学研究科応用社会学専攻でその専攻の履修者がない場合には，履修は認められない。 

[授業科目] 

１．基本科目及び発展科目は，原則として月曜日から金曜日の１時限から５時限に開講される科目を履修すること。 

 ただし，授業担当教員との相談により，開講時限を変更する場合がある。 

２．応用科目は特定テーマのもとで開講され，同科目の単位はテーマごとに修得することができる。 

 

 
[修士学位請求論文の審査基準] 

 修士学位請求論文（以下，経営学コースでは修士論文，ビジネスコースでは課題論文と称する。）の審査は経営学

専攻分科会で選出された主査１名と副査２名によって行われ，その基準は次による。 

（ｲ）研究の内容に一定水準の独自性が認められること。 

（ﾛ）先行研究に関する評価が適切に行われていること。 

（ﾊ）学術論文としての諸形式（注記，図表，参考文献等）が適切であること。 
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社 会 科 学 研 究 科 

 
博 士 後 期 課 程 

 

経 営 学 専 攻 
教育の目的 

 博士課程においては，修士課程修了者およびそれに相当する学力を有する者を対象に，より高度で複雑な経営現象に関

わる問題を理論的・実践的に考究する研究者・実務家の養成が企図されている。研究者志望の場合には自立した独創的な

研究能力，実務家の場合では深い学識にもとづく卓越した問題解決能力，すなわち経営理論ないし経営実践に関するイノ

ベーション能力が，個別的で丁寧な研究指導のなかで育成される。 

 

［2015年度（平成27年度）以降の入学生に適用］ 

授 業 科 目 単 位

演 習 Ⅰ 4 

演 習 Ⅱ 4 

（
必
修
）演 習 Ⅲ 4 

経 営 学 特 殊 研 究 4 

経 営 史 特 殊 研 究 4 

経 営 学 史 特 殊 研 究 4 

経 営 管 理 論 特 殊 研 究 4 

経 営 戦 略 論 特 殊 研 究 4 

経 営 財 務 論 特 殊 研 究 4 

経 営 労 務 論 特 殊 研 究 4 

経 営 組 織 論 特 殊 研 究 4 

工 業 経 営 論 特 殊 研 究 4 

国 際 経 営 論 特 殊 研 究 4 

ア ジ ア 経 営 論 特 殊 研 究 4 

ベ ン チ ャ ー ビ ジ ネ ス 特 殊 研 究 4 

経 営 科 学 特 殊 研 究 4 

企 業 会 計 論 特 殊 研 究 4 

財 務 諸 表 論 特 殊 研 究 4 

原 価 計 算 特 殊 研 究 4 

管 理 会 計 特 殊 研 究 4 

監 査 論 特 殊 研 究 4 

情 報 会 計 シ ス テ ム 論 特 殊 研 究 4 

税 務 会 計 特 殊 研 究 4 

国 際 会 計 論 特 殊 研 究 4 

マ ー ケ テ ィ ン グ ・ サ イ エ ン ス 特 殊 研 究 4 

マ ー ケ テ ィ ン グ 管 理 論 特 殊 研 究 4 

金 融 論 特 殊 研 究 4 

証 券 論 特 殊 研 究 4 

（
選 

 
 

択
） 

リ ス ク マ ネ ジ メ ン ト 特 殊 研 究 4 
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フ ロ ン テ ィ ア サ イ エ ン ス 研 究 科 

 
修 士 課 程 

 

生 命 化 学 専 攻 
教育の目的 

 本専攻の教育目的は，教育・研究対象の中心に「生命化学」を据え，バイオテクノロジー，ナノテクノロジー及びそれ

らの融合領域であるナノバイオに関する専門的な知識と技能を修得させることにより，先進の科学技術を自在に扱うこと

のできる自立した研究者や，産業界でリーダーとなる人材を養成することである。 

 

フロンティアサイエンス研究科ＤＰ（学位授与方針）  

フロンティアサイエンス研究科は，以下の方針に基づいて，修士（理工学）の学位を授与する。 

課程の修了にあたっては，本課程に２年以上在学し，ＣＰ（教育課程の編成・実施の方針）に記載の必修科目12単位，

選択必修科目Ａ群４単位以上，選択必修科目Ｂ群４単位以上，選択必修科目Ｃ群６単位以上，選択必修科目Ｄ群２単位以

上，計30単位以上を修得し，かつ必要な研究指導を受けた上，修士論文の審査に合格することが必要である。ただし，特

に優れた業績をあげた者については，在学期間が２年に満たない場合でもナノバイオ研究実験12単位の取得を認め，修士

論文の審査を実施することがある。 

論文指導は，年度当初にガイダンスを実施するほか，当該学生の修士論文の指導を担当する複数教員が連携を図るポリ

バレントシステムにより，テーマ選定，計画，実験，実験結果のまとめと考察等について繰り返し指導にあたり，研究の

進捗状況，当該研究分野における国内外の研究動向，将来の進路希望等に照らして綿密に指導を行う。 

課程修了にあたって修得しておくべき能力を次の通り定める。 

１．学術論文や成書，データベース，学会等から研究に必要な情報を適切に収集する能力 

２．収集した情報から当該研究分野の動向を把握したり問題点を抽出したりする能力 

３．問題解決に必要な実験系を設定する能力 

４．実験結果を正しく解釈し論理的に考察する能力 

５．実験結果を適切な図表を示しながら正しく伝わるよう文章化しプレゼンテーションする能力 

６．法を遵守し，適切な手続に基づいて研究倫理に配慮しながら研究を遂行する能力 

 修了のための最終試験は，修士論文の審査をもってこれに充て，その審査においては，前述の能力の修得を評価基準と

し，学習成果が達成されていると確認された場合，合格とする。なお，修士論文の審査は，提出された修士論文の査読と

その内容に関する口頭発表・質疑応答を通じて，主査１名，副査２名の合議制により行う。審査結果は研究科委員会の議

を経て最終決定し，修士（理工学）の学位を授与する。 

 

フロンティアサイエンス研究科ＣＰ（教育課程編成・実施の方針）  

フロンティアサイエンス研究科は，以下の方針に基づいて教育課程を編成し実施する。 

教育・研究の柱であるナノバイオ領域を支える基礎科学を４つの要素「ナノサイエンス」「バイオサイエンス」「ナノ

バイオサイエンス」「ケミカルサイエンス」に分割し，専攻分野に応じた複数の科目を設定することで，系統的な教育を

実施する。教育課程は，ナノバイオ分野の研究者を育成するにあたって求められる，(1)ナノバイオに関する研究を遂行

するのに必要な能力（文献調査能力・実験計画立案力・実験技術・考察力），(2)基礎的な科学および工学に関する知識，

(3)プレゼンテーション能力，(4)ナノバイオに関する専門的内容に関する知識，(5)ナノバイオに関する専門知識を社会

に活かす能力を養うことを目的とする。それぞれの目的に対応した， (1)必修科目（ナノバイオ研究実験），(2)選択必

修科目Ａ群，(3)選択必修科目Ｂ群（ナノバイオ研究演習１，２，ナノバイオ国際演習），(4)選択必修科目Ｃ群，(5)選

択必修科目Ｄ群からなる科目群を用意している。  
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フロンティアサイエンス研究科ＡＰ（入学者受入れの方針）  

フロンティアサイエンス研究科は，上記の教育基本方針，ＤＰ（学位授与方針），ＣＰ（教育課程の編成・実施の方針）

に則した入学者を幅広く受け入れるために，【修士課程】においては一般入学試験，学内選考（飛び級），外国人留学生

入学試験の選抜方法を採用する。 

(a)入学定員と収容定員  

入学定員は10名，収容定員を20名とする。 

(b) 出願資格および選抜方法  

本入学試験では，本研究科の教育課程を受けるにふさわしい能力・適性を持つ人材を大学卒業見込み者は勿論のこと，

既卒業者，社会人等から幅広く募集し，独自の試験により選抜する。１次募集，２次募集とも一般および社会人を対象に

入学試験を行う。社会人とは，入学時に企業等において本研究科の内容と関連する職務経歴を２年以上有する者であって，

入学後もその身分を有し所属長より推薦を受けた者，もしくは，入学時に企業等において本研究科の内容と関連する職務

経歴を３年以上有する者であって，入学後もその身分を有し所属長より推薦を受けた者で，かつ個別の入学資格審査によ

り，大学を卒業した者と同等以上の学力があると本研究科が認めた者を想定している。試験科目は， 外国語（英語），

専門（化学または生物学），および口頭試問（専攻しようとする分野に関する）とする。 

 

[2016年度（平成28年度）の入学生に適用] 

Ⅰ．授業科目及び履修方法 

授 業 科 目 単 位

上 級 ナ ノ サ イ エ ン ス 2 

上 級 バ イ オ サ イ エ ン ス 2 

上 級 ナ ノ バ イ オ サ イ エ ン ス 2 

基
礎
科
目 

（
選
択
必
修
Ａ
） 上 級 ケ ミ カ ル サ イ エ ン ス 2 

（
必
修
） 

ナ ノ バ イ オ 研 究 実 験 12 

ナ ノ バ イ オ 研 究 演 習 １ 2 

ナ ノ バ イ オ 研 究 演 習 ２ 2 

（
選
択
必
修
Ｂ
） 

ナ ノ バ イ オ 国 際 演 習 2 

核 酸 化 学 特 論 2 

セ ル エ ン ジ ニ ア リ ン グ 特 論 2 

生 命 無 機 化 学 特 論 2 

ナ ノ バ イ オ セ ン シ ン グ 特 論 2 

ナ ノ バ イ オ ア ー キ テ ク チ ャ ー 特 論 2 

生 命 有 機 化 学 特 論 2 

（
選
択
必
修
Ｃ
） 

高 分 子 科 学 特 論 2 

ナ ノ バ イ オ 創 薬 特 論 2 

ナ ノ バ イ オ 医 療 診 断 特 論 2 

ナ ノ バ イ オ 食 品 ／ 材 料 工 学 特 論 2 

フ ロ ン テ ィ ア サ イ エ ン ス 特 論 1 2 

 

専 
 

門 
 

科 
 

目 

（
選
択
必
修
Ｄ
） 

フ ロ ン テ ィ ア サ イ エ ン ス 特 論 2 2 
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［所要の単位］ 

 必修科目12単位，選択必修Ａ科目４単位以上，選択必修Ｂ科目４単位以上，選択必修Ｃ科目６単位以上，選択必修

Ｄ科目２単位以上, 計30単位以上を修得すること。 

 

［修了の条件］ 

 定められた在学期間の間に所定の単位を修得し，研究指導を受け，論文の審査及び最終試験に合格すること。 

 

［履修について］ 

１．ナノバイオ研究実験は，２年間にわたって履修し，12単位を修得することを標準とする。ただし，１年以上在学

し，特に優れた業績をあげて修士課程を修了する者については，在学期間が２年に満たなくても12単位を認めるこ

とがある。 

２．ナノバイオ研究演習１は，１年次に履修すること。 

３．ナノバイオ研究演習２は，修士学位論文の内容に関するプレゼンテーションを含むものであり，原則として，２

年次に履修すること。ただし，１年以上在学し，特に優れた業績をあげて修士課程を修了する者については，在学

期間が２年に満たなくても単位を認めることがある。 

４．ナノバイオ国際演習は履修人数によっては開講されないことがあるので,ナノバイオ研究演習は必ず履修登録し

ておくこと。 

 

Ⅱ．研究指導（方法・計画） 

・学生は，上記の所定の単位を修得するとともに，研究指導を必ず受けなければならない。 

・本専攻における研究指導は，入学した学生ごとに，研究指導教員（主担当教員１名，副担当教員２名）が研究指導題

目を定め，研究指導教員を中心とした本専攻の全教員によって，多面的かつ効果的に行われる。 

・本専攻における研究分野，主要内容，研究指導教員及び授業科目担当教員については、『履修ガイドブック』を参照

すること。各学生の研究内容については，各学生の志望を参考にしながら，原則として２年間で教育目的を達成する

べく，研究指導教員が協議した上，研究指導計画を作成する。なお，研究指導教員は原則として複数の研究グループ

の教員から構成される。 

   研究指導フローチャート 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１
年
次

選
択
必
修
科
目 

研究テーマの設定，研究指導計画の作成 

専攻内発表会，成果公表の推進 

研究の進捗状況の確認 

主査・副査の決定，修士論文の完成 

修士論文発表会，学位審査 

ナ
ノ
バ
イ
オ
研
究
実
験 

研究の具体化と推進 

入学 

 

修了 

 

２
年
次 
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Ⅲ．修士学位論文の審査 

 修士の学位申請者は修士論文発表会において修士論文の内容を口頭発表し、質疑応答を行う。この発表と質疑応答を

もって最終試験とする。主査（１名）および副査（２名）は、修士論文の内容及び最終試験の結果を精査し、審査結果を

フロンティアサイエンス研究科委員会に報告する。 
 
［審査基準］ 

 教育の目的に鑑み，以下の項目について審査を行う。 
１．研究課題の設定・展開 
 独創性，新規性，学術あるいは応用上の有用性を有しているか。 

２．情報収集能力 

 データベースの利用と文献の取得，また学会への参加等を通して必要な情報を収集し，先行研究を調査しているか。 

３．分析能力 

 先行研究の情報から，現在あるいは将来的に必要とされる研究を示しているか。また，実験結果を正しく解釈し，

適切に考察しているか。 

４．問題解決能力 
 問題解決に必要なデータを得るために，適切な実験系を設定しているか。また，問題解決のための創意工夫をしてい

るか。 

５．情報発信能力 
 研究成果を論理的に示しているか。また，図表やプレゼンテーションを含め，正しい情報を分かりやすく伝えるよう

説明しているか。 

６．論文作成能力 

 科学論文の体裁が整っているか。具体的には，要旨，序論（解決すべき問題が提起され，研究の意義が示されている

こと），実験材料と実験手法，実験結果，考察，結論，参考論文などから構成され，適切に章立てされた論文であるか。 

７．倫理的配慮 

 法を遵守し，適切な手続に基づき，十分な倫理的配慮のもとに研究を遂行しているか。 

 
【参考：大学院設置基準】 
 第三条 
 修士課程は，広い視野に立って精深な学識を授け，専攻分野における研究能力又はこれに加えて高度の専門性が求めら

れる職業を担うための卓越した能力を培うことを目的とする。 
 
第十二条 
 大学院の教育は，授業科目の授業及び研究指導によって行うものとする。 
 
第十四条の二 
 大学院は，学生に対して，授業及び研究指導の方法及び内容並びに一年間の授業及び研究指導の計画をあらかじめ明示

するものとする。 
２ 大学院は，学修の成果及び学位論文に係る評価並びに修了の認定に当たっては，客観性及び厳格性を確保するため，

学生に対してその基準をあらかじめ明示するとともに，当該基準にしたがって適切に行うものとする。 
 
第十六条（一部抜粋） 
 修士課程の修了の要件は，大学院に二年以上在学し，三十単位以上を修得し，かつ，必要な研究指導を受けた上，当該

修士課程の目的に応じ，当該大学院の行う修士論文又は特定の課題についての研究の成果の審査及び試験に合格すること

とする。 
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フ ロ ン テ ィ ア サ イ エ ン ス 研 究 科 

 
博 士 後 期 課 程 

 

生 命 化 学 専 攻 
教育の目的 

 本専攻の教育目的は，生命化学分野における深い専門知識と，バイオテクノロジー，ナノテクノロジー及びそれらの

融合領域であるナノバイオに関する知識と技能をバランス良く修得させることにより，自らが最先端科学技術を創出し，

科学の新たな分野を開拓できる先導的研究者を養成することである。 

 

フロンティアサイエンス研究科ＤＰ（学位授与方針）  

フロンティアサイエンス研究科は，以下の方針に基づいて，博士（理工学）の学位を授与する。 

課程の修了にあたっては，本課程に３年以上在学し，ＣＰ（教育課程の編成・実施の方針）に記載の必修科目６単位，

選択必修科目Ａ群２単位以上，選択必修科目Ｂ群２単位以上，計10単位以上を修得し，かつ必要な研究指導を受けた上，

博士論文の審査に合格することが必要である。ただし，特に優れた業績をあげた者については，在学期間が３年に満た

ない場合でも博士論文の審査を実施することがある。 

博士論文に関する研究指導については，修士課程と同様，当該学生の博士論文の指導を担当する複数教員が多面的な

指導にあたる。特に博士課程修了者に求められる高度な専門分野ならびに学問的背景に関する体系的知識が習得できる

よう配慮するとともに，学内外における研究発表の機会を設け，研究を実践するにあたっての総合力を養うよう努める。 

課程修了にあたって修得しておくべき能力を次の通り定める。 

１．独創的かつ新規性のある研究課題を提案できる能力 

２．学術論文や成書，データベース，学会等から研究に必要な情報を網羅的に収集し，先行研究を精査する能力 

３．実験結果を正しく解釈し，深く論理的に考察する能力 

４．先行研究および実験結果をもとに，解決すべき問題点を適切に指摘し，問題解決に必要な実験系を設定する能力 

５．研究成果を論理的に解釈し，適切な図表を示しながら，正しく伝わるようプレゼンテーションする能力 

６．要旨，序論，実験材料と実験手法，実験結果，考察，結論，参考論文等の一般的な学術論文の構成にしたがって適

切に章立てされた論文を日本語および英語で執筆する能力 

７．法を遵守し，適切な手続に基づいて研究倫理に配慮しながら研究を遂行する能力 

 修了のための最終試験は，博士論文の審査をもってこれに充て，その審査においては，前述の能力の修得を評価基準

とし，学習成果が達成されていると確認され，さらに優れた研究成果が認められた場合，合格とする。なお，博士論文

の審査は，提出された博士論文の査読とその内容に関する口頭発表・質疑応答を通じて，主査１名，副査２名の合議制

により行う。審査結果は研究科委員会の議を経て最終決定し，博士（理工学）の学位を授与する。 

 

フロンティアサイエンス研究科ＣＰ（教育課程編成・実施の方針）  

フロンティアサイエンス研究科は，以下の方針に基づいて教育課程を編成し実施する。 

博士後期課程では，必修科目（ナノバイオ研究演習３～５），選択必修科目Ａ群（ナノバイオ特殊講義１～３），選

択必修科目Ｂ群（ナノバイオゼミナール１～３）において，ナノ分野，バイオ分野，ナノバイオ分野から一分野を選択

して重点的に学び，研究者として求められる高度な専門知識と思考力の養成をめざす。また，留学だけではなく，海外

で開催される学会等での研究発表や，国内外の学術雑誌に英語論文を投稿することも強く推奨する。  

 

フロンティアサイエンス研究科ＡＰ（入学者受入れの方針）  

フロンティアサイエンス研究科は，上記の教育の目的，ＤＰ（学位授与方針），ＣＰ（教育課程の編成・実施の方針）
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に則した入学者を幅広く受け入れるために，【博士後期課程】においては一般入学試験の選抜方法を採用する。 

 

(a)入学定員と収容定員  

入学定員は１名，収容定員を３名とする。  

 

(b) 出願資格および選抜方法  

本入学試験では，本研究科の教育課程を受けるにふさわしい能力・適性をもつ人材を，修士の学位を授与された者お

よび授与の見込の者，修士課程修了予定者および社会人から募集する。選抜は，口頭試問および出願書類により総合的

におこなう。  

 
【2009年度（平成21年度）以降の入学生に適用】 

Ⅰ．授業科目及び履修方法 

授 業 科 目 単 位

ナ ノ バ イ オ 研 究 演 習 ３ 2 

ナ ノ バ イ オ 研 究 演 習 ４ 2 

（
必
修
）ナ ノ バ イ オ 研 究 演 習 ５ 2 

ナ ノ バ イ オ 特 殊 講 義 １ 2 

ナ ノ バ イ オ 特 殊 講 義 ２ 2 

（
選
択
必
修
Ａ
）ナ ノ バ イ オ 特 殊 講 義 ３ 2 

ナ ノ バ イ オ ゼ ミ ナ ー ル １ 2 

ナ ノ バ イ オ ゼ ミ ナ ー ル ２ 2 

（
選
択
必
修
Ｂ
）ナ ノ バ イ オ ゼ ミ ナ ー ル ３ 2 

（
選
択
必
修
Ｃ
） 

国 際 研 究 演 習 6 

 

[所要の単位] 

 必修科目６単位，選択必修Ａから２単位以上，選択必修Ｂから２単位以上，計10単位以上を修得すること。 

 なお，選択必修Ｃの国際研究演習の単位を修得した者は，必修科目２単位，選択必修Ａを２単位，選択必修Ｂを

２単位修得したものとする。 

 

[修了の条件] 

   定められた在学期間の間に所定の単位を修得し，研究指導を受け，論文の審査及び最終試験に合格すること。 

 

[履修について] 

 ナノバイオ研究演習３，４及び５は，原則としてそれぞれ１年次，２年次及び３年次で履修すること。 

 

[研究指導] 

 上記演習等の履修とともに研究指導を受けなければならない。研究指導は研究分野を中心に，他分野の教員も連

携しながら多面的かつ効果的に行われる。 
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Ⅱ．研究指導（方法・計画） 

   研究指導フローチャート 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅲ．博士学位論文の審査 

 

予備審査： 

 博士後期課程の研究指導教員全員によって構成される予備審査委員会は，申請者から提出された学位論文および副論

文の内容を審査し，正式申請の可否を判断する。 

 

学位審査： 

 予備審査委員会での審議を経て正式申請した後，申請者は公開講演を行い，質疑応答を行う。この公開講演と質疑応

答をもって最終試験とする。主査（１名）および副査（２名）を中心に構成される審査委員会は，学位論文の内容及び

最終試験の結果を精査し，審査結果をフロンティアサイエンス研究科委員会に報告する。 

 

［審査基準］ 

 生命化学専攻博士後期課程では，教育研究上の特徴・目的に鑑み，申請された博士の学位について，以下の項目に関

して審査を行う。 

１．研究課題の設定・展開 

 独創性，新規性，学術あるいは応用上の有用性が優れているか。 

２．情報収集能力 

 データベースの利用と文献の取得，また学会への参加等を通して必要な情報を網羅的に収集し，先行研究を十分に

精査しているか。 

 

１
年
次 

ナ
ノ
バ
イ
オ
研
究
演
習
３ 

研究テーマの設定，研究指導計画の作成 

研究の具体化と推進 

専攻内発表会，成果公表の推進 

 

２
年
次

ナ
ノ
バ
イ
オ
研
究
演
習
４

研究の進捗状況の確認 

専攻内発表会，成果公表の推進 

研究の推進 

修了 

 

３
年
次 

ナ
ノ
バ
イ
オ
研
究
演
習
５

研究の進捗状況の確認 

公開講演会，学位審査 

主査・副査の決定と博士論文の完成 
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に則した入学者を幅広く受け入れるために，【博士後期課程】においては一般入学試験の選抜方法を採用する。 

 

(a)入学定員と収容定員  

入学定員は１名，収容定員を３名とする。  

 

(b) 出願資格および選抜方法  

本入学試験では，本研究科の教育課程を受けるにふさわしい能力・適性をもつ人材を，修士の学位を授与された者お

よび授与の見込の者，修士課程修了予定者および社会人から募集する。選抜は，口頭試問および出願書類により総合的

におこなう。  

 
【2009年度（平成21年度）以降の入学生に適用】 

Ⅰ．授業科目及び履修方法 

授 業 科 目 単 位

ナ ノ バ イ オ 研 究 演 習 ３ 2 

ナ ノ バ イ オ 研 究 演 習 ４ 2 

（
必
修
）ナ ノ バ イ オ 研 究 演 習 ５ 2 

ナ ノ バ イ オ 特 殊 講 義 １ 2 

ナ ノ バ イ オ 特 殊 講 義 ２ 2 

（
選
択
必
修
Ａ
）ナ ノ バ イ オ 特 殊 講 義 ３ 2 

ナ ノ バ イ オ ゼ ミ ナ ー ル １ 2 

ナ ノ バ イ オ ゼ ミ ナ ー ル ２ 2 

（
選
択
必
修
Ｂ
）ナ ノ バ イ オ ゼ ミ ナ ー ル ３ 2 

（
選
択
必
修
Ｃ
） 

国 際 研 究 演 習 6 

 

[所要の単位] 

 必修科目６単位，選択必修Ａから２単位以上，選択必修Ｂから２単位以上，計10単位以上を修得すること。 

 なお，選択必修Ｃの国際研究演習の単位を修得した者は，必修科目２単位，選択必修Ａを２単位，選択必修Ｂを

２単位修得したものとする。 

 

[修了の条件] 

   定められた在学期間の間に所定の単位を修得し，研究指導を受け，論文の審査及び最終試験に合格すること。 

 

[履修について] 

 ナノバイオ研究演習３，４及び５は，原則としてそれぞれ１年次，２年次及び３年次で履修すること。 

 

[研究指導] 

 上記演習等の履修とともに研究指導を受けなければならない。研究指導は研究分野を中心に，他分野の教員も連

携しながら多面的かつ効果的に行われる。 
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３．分析能力 

 先行研究の情報から，現在あるいは将来的に必要とされる研究を示しているか。また，実験結果を正しく解釈し，

先行研究の結果を参照しつつ深く論理的に考察しているか。 

４．問題解決能力 

 問題解決に必要なデータを得るために，適切な実験系を設定しているか。また，問題解決のための創意工夫をして

いるか。 

５．情報発信能力 

 研究成果を論理的に示しているか。また，図表やプレゼンテーションを含め，正しい情報を分かりやすく伝えるよ

う説明しているか。 

６．論文作成能力 

 科学論文の体裁が整っているか。具体的には，要旨，序論（解決すべき問題が提起され，研究の意義が示されてい

ること），実験材料と実験手法，実験結果，考察，結論，参考論文などから構成され，適切に章立てされた論文である

か。 

７．倫理的配慮 

 法を遵守し，適切な手続に基づき，十分な倫理的配慮のもとに研究を遂行しているか。 

 

 

【参考：大学院設置基準】 

 

第四条 

 博士課程は，専攻分野について，研究者として自立して研究活動を行い，又はその他の高度に専門的な業務に従事す

るに必要な高度の研究能力及びその基礎となる豊かな学識を養うことを目的とする。 

 

第十二条 

 大学院の教育は，授業科目の授業及び研究指導によって行うものとする。 

 

第十四条の二 

 大学院は，学生に対して，授業及び研究指導の方法及び内容並びに一年間の授業及び研究指導の計画をあらかじめ明

示するものとする。 

２ 大学院は，学修の成果及び学位論文に係る評価並びに修了の認定に当たっては，客観性及び厳格性を確保するため，

学生に対してその基準をあらかじめ明示するとともに，当該基準にしたがって適切に行うものとする。 

 

第十七条（一部抜粋） 

 博士課程の修了の要件は，大学院に五年（修士課程における二年の在学期間を含む）以上在学し，三十単位以上を修

得し，かつ，必要な研究指導を受けた上，当該大学院の行う博士論文の審査及び試験に合格することとする。 
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教育職員養成課程に関する規程（抄） 
 

平成28年２月25日 改正 

 

第１条 この規程は，中学校及び高等学校の教員免許状の授与を受けようとする者のために必要な事項を定めるものとする。 

第２条 免許状の種類及び免許教科は，次のとおりとする。 

学 部 学  科 免許教科 免  許  状  の  種  類 

日本語日本文学科 国 語 
中 学 校 教 諭 一 種 免 許 状 
高 等 学 校 教 諭 一 種 免 許 状 

英 語 英 米 文 学 科 英 語 
中 学 校 教 諭 一 種 免 許 状 
高 等 学 校 教 諭 一 種 免 許 状 

社 会 中 学 校 教 諭 一 種 免 許 状 
社 会 学 科 

公 民 高 等 学 校 教 諭 一 種 免 許 状 

社 会 中 学 校 教 諭 一 種 免 許 状 

地理歴史 人 間 科 学 科 

公 民 
高 等 学 校 教 諭 一 種 免 許 状 

社 会 中 学 校 教 諭 一 種 免 許 状 

文 学 部 

歴 史 文 化 学 科 
地理歴史 高 等 学 校 教 諭 一 種 免 許 状 

理 工 学 部 
物 理 学 科 
生 物 学 科 
機 能 分 子 化 学 科 

理 科 
中 学 校 教 諭 一 種 免 許 状 
高 等 学 校 教 諭 一 種 免 許 状 

社 会 中 学 校 教 諭 一 種 免 許 状 

地理歴史 経 済 学 部 経 済 学 科 

公 民 
高 等 学 校 教 諭 一 種 免 許 状 

社 会 中 学 校 教 諭 一 種 免 許 状 

地理歴史 法 学 部 法 学 科 

公 民 
高 等 学 校 教 諭 一 種 免 許 状 

社 会 中 学 校 教 諭 一 種 免 許 状 

公 民 経 営 学 部 経 営 学 科 

商 業 
高 等 学 校 教 諭 一 種 免 許 状 

数 学 
中 学 校 教 諭 一 種 免 許 状 
高 等 学 校 教 諭 一 種 免 許 状 知 能 情 報 学 部 知 能 情 報 学 科 

情 報 高 等 学 校 教 諭 一 種 免 許 状 

 

研 究 科 専  攻 免許教科 免  許  状  の  種  類 

日本語日本文学専攻 国 語 
中 学 校 教 諭 専 修 免 許 状 
高 等 学 校 教 諭 専 修 免 許 状 

英語英米文学専攻 英 語 
中 学 校 教 諭 専 修 免 許 状 
高 等 学 校 教 諭 専 修 免 許 状 

社 会 中 学 校 教 諭 専 修 免 許 状 

地理歴史 応 用 社 会 学 専 攻 

公 民 
高 等 学 校 教 諭 専 修 免 許 状 

社 会 中 学 校 教 諭 専 修 免 許 状 

人 文 科 学 研 究 科 

人 間 科 学 専 攻 
公 民 高 等 学 校 教 諭 専 修 免 許 状 

物 理 学 専 攻 
化 学 専 攻 
生 物 学 専 攻 

理 科 
中 学 校 教 諭 専 修 免 許 状 
高 等 学 校 教 諭 専 修 免 許 状 

自 然 科 学 研 究 科 

知 能 情 報 学 専 攻 数 学 
中 学 校 教 諭 専 修 免 許 状 
高 等 学 校 教 諭 専 修 免 許 状 

社 会 中 学 校 教 諭 専 修 免 許 状 
社 会 科 学 研 究 科 

経 済 学 専 攻 
経 営 学 専 攻 公 民 高 等 学 校 教 諭 専 修 免 許 状 

フロンティアサイエンス研究科 生 命 化 学 専 攻 理 科 
中 学 校 教 諭 専 修 免 許 状 
高 等 学 校 教 諭 専 修 免 許 状 

 



－ 96 －

 

- 185 - 

教

職

課

程 

第３条 前条の免許状は，次の表に掲げる基礎資格を有し，かつ，所定の単位を修得した者に授与せられる。 

大学における最低修得単位数 

免許法施行規則に定める科目 免許状の種類 

基
礎
資
格 

教科に

関する

科 目

教職に

関する

科 目

教科又は

教職に関

する科目 
日本国 

憲 法 
体 育

外国語コミュ

ニケーション

情報機器

の 操 作

国語 （文学部日本語日本文学科） 26 35 8 2 2 4 2 

英語 （文 学 部 英 語 英 米 文 学 科） 20 35 8 2 2 4 2 

社会 （文 学 部 社 会 学 科） 22 

 （文 学 部 人 間 科 学 科） 22 

 （文 学 部 歴 史 文 化 学 科） 22 

 （経 済 学 部 経 済 学 科） 26 

 （法 学 部 法 学 科） 22 

 （経 営 学 部 経 営 学 科） 22 

35 8 2 2 4 2 

理科 （理 工 学 部 物 理 学 科） 29 

 （理 工 学 部 生 物 学 科） 28 

 （理工学部機能分子化学科） 28 

31 8 2 2 4 2 

中学校

教 諭 

一 種 

免許状 

数学 （知能情報学部知能情報学科） 20 31 8 2 2 4 2 

国語 （文学部日本語日本文学科） 24 31 16 2 2 4 2 

英語 （文 学 部 英 語 英 米 文 学 科） 20 31 16 2 2 4 2 

地理歴史 

 （文 学 部 人 間 科 学 科）

 （文 学 部 歴 史 文 化 学 科）

 （経 済 学 部 経 済 学 科）

 （法 学 部 法 学 科）

20 29 16 2 2 4 2 

公民 （文 学 部 社 会 学 科）

 （文 学 部 人 間 科 学 科）

 （経 済 学 部 経 済 学 科）

 （法 学 部 法 学 科）

 （経 営 学 部 経 営 学 科）

20 29 16 2 2 4 2 

商業 （経 営 学 部 経 営 学 科） 24 27 16 2 2 4 2 

理科 （理 工 学 部 物 理 学 科） 20 

 （理 工 学 部 生 物 学 科） 21 

 （理工学部機能分子化学科） 20 

27 16 2 2 4 2 

数学 （知能情報学部知能情報学科） 20 27 16 2 2 4 2 

高等学

校教諭

一 種 

免許状 

情報 （知能情報学部知能情報学科）

学
士
の
学
位
を
有
す
る
こ
と 

20 27 16 2 2 4 2 
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教

職

課

程 

 

第 １ 欄 第    ２    欄 第 ３ 欄 

免許教科 教科に関する科目 最低修得単位数 

   
 （自然科学研究科生物学専攻）  
生物学研究演習Ⅰ 2 

生物学研究演習Ⅱ 2 

生物学研究実験 16 

生化学特論 2 

生体調節学 2 

植物生理学 2 

分子遺伝学Ⅰ 2 

分子遺伝学Ⅱ 2 

多様性生物学 2 

分子発生生物学 2 

植物生化学特論 2 

進化生物学 2 

有機化学特論Ⅰ 2 

有機化学特論Ⅱ 2 

高分子化学特論Ⅰ 2 

生物学特殊講義Ⅰ 2 

生物学特殊講義Ⅱ 2 

生物学特殊講義Ⅲ 2 

生物学特殊講義Ⅳ 2 

  

 

 

 24単位以上 

 選択必修 

   
 （フロンティアサイエンス研究科生命化学専攻）  
ナノバイオ研究演習１ 2 

ナノバイオ研究演習２ 2 

ナノバイオ研究実験 12 

上級ナノサイエンス 2 

上級バイオサイエンス 2 

上級ナノバイオサイエンス 2 

上級ケミカルサイエンス 2 

核酸化学特論 2 

セルエンジニアリング特論 2 

生命無機化学特論 2 

ナノバイオセンシング特論 2 

ナノバイオアーキテクチャー特論 2 

生命有機化学特論 2 

高分子科学特論 2 

ナノバイオ創薬特論 2 

ナノバイオ医療診断特論 2 

ナノバイオ食品／材料工学特論 2 

 

 

理  科 

(中学･高校) 

   

 24単位以上 

 選択必修 
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